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平 成 3 1 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 平成31年３月８日（金曜日）

開 会 午前10時１分

散 会 午後４時12分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成31年度沖縄県一般会計予算

（保健医療部所管分）

２ 甲第21号議案 平成31年度沖縄県国民健康保

険事業特別会計予算

３ 甲第22号議案 平成31年度沖縄県病院事業会

計予算

４ 予算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 狩 俣 信 子さん

副委員長 西 銘 純 恵さん

委 員 新 垣 新君 末 松 文 信君

照 屋 守 之君 次呂久 成 崇君

亀 濱 玲 子さん 比 嘉 京 子さん

平 良 昭 一君 金 城 泰 邦君

説明のため出席した者の職、氏名

保 健 医 療 部 長 砂 川 靖君

医 療 企 画 統 括 監 大 城 博君

保 健 医 療 総 務 課 長 長 嶺 祥君

保健医療総務課看護専門監 與那城 加代子さん

医 療 政 策 課 長 諸見里 真君

健 康 長 寿 課 長 宮 里 治君

地 域 保 健 課 長 山 川 宗 貞君

衛生薬務課薬務室長 新 城 光 雄君

国 民 健 康 保 険 課 長 名 城 政 広君

病 院 事 業 局 長 我那覇 仁君

病 院 事 業 統 括 監 金 城 聡君

病 院 事 業 総 務 課 長 大 城 清 二君

病院事業総務課労務管理監 池 原 勝 利君

病院事業総務課医療企画監 田 仲 斉君

病 院 事 業 経 営 課 長 山 城 英 昭君

北 部 病 院 長 久 貝 忠 男君

中 部 病 院 長 本 竹 秀 光君

南部医療センター・
佐久本 薫君

こども医療センター院長

精 和 病 院 長 親富祖 勝 己君

宮 古 病 院 長 本 永 英 治君

八 重 山 病 院 長 篠 﨑 裕 子さん
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○狩俣信子委員長 ただいまから、文教厚生委員会

を開会いたします。

本委員会の所管事務に係る予算議案の調査について

に係る甲第１号議案、甲第21号議案、甲第22号議案

の調査及び予算調査報告書記載内容等についてを一

括して議題といたします。

本日の説明員として、保健医療部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

まず初めに、関係部局予算議案の概要説明を聴取

し、その後、関係部局予算議案を調査いたします。

それでは、保健医療部長から保健医療部関係予算

議案の概要の説明を求めます。

砂川靖保健医療部長。

○砂川靖保健医療部長 保健医療部所管の平成31年

度一般会計及び特別会計歳入歳出予算の概要につい

て、お手元にお配りしております平成31年度当初予

算説明資料に基づき説明いたします。

資料の１ページをごらんください。

平成31年度一般会計部局別歳出予算の総括表と

なっております。

平成31年度一般会計歳出予算額は、表の一番下、

県全体の合計は7349億4500万円。そのうち保健医療

部は枠で囲った部分の682億2010万2000円で県全体の

9.3％となっております。

前年度と比較しますと19億2522万8000円、2.9％の

増加となっております。

２ページをごらんください。

県全体及び保健医療部の歳入予算を款ごとに示し

ております。

平成31年度一般会計歳入予算額は表の一番下、県

全体の合計は7349億4500万円となっており、そのう

ち保健医療部は枠で囲った部分、９の使用料及び手

数料４億9161万4000円、10の国庫支出金94億2850万

8000円、11の財産収入1134万5000円、13の繰入金15億

1680万5000円、15の諸収入２億3936万8000円、合計
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116億8764万円を計上しており、県全体の1.6％となっ

ております。

前年度と比較しますと11億219万7000円、8.6％の

減少となっております。

３ページをごらんください。

保健医療部の歳入予算の主な内容について御説明

いたします。

欄外左側に行番号を振っておりますので、行番号

に沿って御説明いたします。

１行目（款）使用料及び手数料４億9161万4000円

につきましては、２行目（項）使用料において、右

側の節別内訳にありますとおり、県立看護大学授業

料１億8895万8000円、４行目（項）証紙収入におい

て、右側の節別内訳にありますとおり、屠畜検査等

に係る証紙収入１億1228万3000円などを計上してお

ります。

１行目にお戻りください。前年度と比較しますと

123万5000円、0.3％の増加となっており、これは主

に屠畜検査等に係る証紙収入の増加などによるもの

であります。

５行目（款）国庫支出金94億2850万8000円につき

ましては、６行目（項）国庫負担金において、右側

の節別内訳にありますとおり、精神衛生費39億4803万

7000円、難病医療費等対策費11億4796万8000円、７行

目（項）国庫補助金において、右側の節別内訳にあ

りますとおり、沖縄振興特別推進交付金９億6795万

6000円などを計上しております。

５行目にお戻りください。前年度と比較しますと

6728万2000円、0.7％の増加となっており、これは主

に国庫負担金に係る精神衛生費などの増加によるも

のであります。

次に、９行目（款）財産収入1134万5000円につき

まして、10行目（項）財産運用収入において、右側

の節別内訳にありますとおり、土地貸付料587万

2000円などを計上しております。

９行目にお戻りください。前年度と比較しますと

97万1000円、7.9％の減少となっており、これは主に

後期高齢者医療財政安定化基金の運用益の減少によ

るものであります。

次に、11行目（款）繰入金15億1680万5000円につ

きましては、12行目（項）基金繰入金において、右

側の節別内訳にありますとおり、地域医療介護総合

確保基金繰入金13億6985万5000円、北部地域及び離

島緊急医師確保対策基金繰入金１億4695万円を計上

しております。

11行目にお戻りください。前年度と比較しますと

２億8288万1000円、15.7％の減少となっており、こ

れは主に地域医療介護総合確保基金繰入金の減少に

よるものであります。

次に、13行目（款）諸収入２億3936万8000円につ

きましては、14行目（項）公営企業貸付金元利収入

において、右側の節別内訳にありますとおり、県立

病院貸付金元利収入２億500万円、15行目（項）貸付

金元利収入において、右側の節別内訳にありますと

おり、看護師等修学資金貸付金元金収入764万1000円

などを計上しております。

13行目にお戻りください。前年度と比較しますと

６億6676万2000円、73.6％の減少となっており、こ

れは病院事業会計からの貸付金の返済が減少したこ

とによるものであります。

次に、18行目（款）県債につきましては、前年度

と比較しますと皆減となっており、これは平成30年

度に衛生環境研究所の建設工事が終了したことによ

るものであります。

４ページをごらんください。

県全体及び保健医療部の歳出予算を款ごとに示し

ております。

保健医療部の平成31年度一般会計歳出予算額は、

枠で囲った部分、３の民生費322億5264万7000円、４の

衛生費330億7579万1000円、10の教育費８億9166万

4000円、13の諸支出金20億円、合計682億2010万2000円

を計上しており、前年度と比較しますと19億2522万

8000円、2.9％の増加となっております。

５ページをごらんください。

歳出予算の主な内容について御説明いたします。

欄外左側に行番号を振っておりますので、行番号

に沿って御説明いたします。

１行目（款）民生費322億5264万7000円につきまし

ては、２行目（項）社会福祉費において、右側の事

項別内訳にありますとおり、後期高齢者医療負担金

等事業費138億2497万8000円、国民健康保険指導費

182億7554万4000円などを計上しております。

１行目にお戻りください。前年度と比較しますと

9103万9000円、0.3％の減少となっており、これは主

に国民健康保険指導費の減少によるものであります。

次に、３行目（款）衛生費330億7579万1000円につ

きましては、４行目（項）公衆衛生費において、右

側の事項別内訳にありますとおり、２段目精神医療

費91億2315万円、その３段下こども医療費助成事業

費16億8240万6000円、さらにその２段下特定疾患対

策費23億3531万8000円、５行目（項）環境衛生費に

おいて、右側の事項別内訳にありますとおり、食肉
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衛生検査所費４億8550万3000円、６行目（項）保健

所費において、右側の事項別内訳にありますとおり、

職員費19億388万2000円、７行目（項）医薬費におい

て、右側の事項別内訳にありますとおり、２段目医

学臨床研修事業費19億73万7000円、その２段下地域

医療対策費16億3067万6000円、８行目（項）保健衛

生費において、右側の事項別内訳にありますとおり、

県立病院繰出金79億6514万2000円などを計上してお

ります。

３行目にお戻りください。前年度と比較しますと

3863万4000円、0.1％の増加となっており、これは主

に県立病院繰出金の増加などによるものであります。

次に、９行目（款）教育費８億9166万４000円につ

きましては、10行目（項）大学費において、右側の

事項別内訳にありますとおり、看護大学教職員給与

費５億6882万6000円、看護大学教育研究費8649万

5000円、看護大学施設等整備費7528万1000円などを

計上しております。

９行目にお戻りください。前年度と比較しますと

2236万7000円、2.4％の減少となっております。

次に、11行目（款）諸支出金20億円につきまして

は、12行目（項）公営企業貸付金20億円を計上して

おり、これは県立病院事業に対する新規貸し付けに

よる増加であります。

次に、６ページをごらんください。

保健医療部所管の国民健康保険事業特別会計の歳

入歳出予算について御説明いたします。

表の下から２行目、国民健康保険事業特別会計の

歳入歳出予算額1575億2949万6000円を計上しており、

前年度と比較しますと８億9049万円、0.6％の増加と

なっており、これは主に保険給付費等交付金の増加

によるものであります。

以上で、保健医療部所管の一般会計及び特別会計

歳入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○狩俣信子委員長 保健医療部長の説明は終わりま

した。

次に、病院事業局長から病院事業局関係予算議案

の概要の説明を求めます。

我那覇仁病院事業局長。

○我那覇仁病院事業局長 病院事業局所管の甲第

22号議案平成31年度沖縄県病院事業会計予算につい

て、御説明申し上げます。

お手元の平成31年第２回沖縄県議会（定例会）議

案（その１）の67ページをお開きください。

平成31年度沖縄県病院事業会計の予算につきまし

ては、持続的な経営の健全化に向けた予算編成を行

う。各病院における患者数の動向及び経営状況を踏

まえ、沖縄県立病院経営計画の見直しに伴う経営改

善に資する取り組みによる効果を加味した予算編成

を行う。現下の経営状況を踏まえ、収益向上につな

がる取り組み及び費用の縮減・効率化の取り組みを

なお一層推進することを基本方針として、予算を編

成しております。それでは、議案の概要について、

御説明いたします。

まず初めに、第２条の業務の予定量について、（１）

の病床数は６病院合計で2149床としております。ま

た、（２）の年間患者数は同じく６病院合計で141万

9129人を見込んでおります。（４）の主要な建設改良

事業は中部病院南病棟耐震改修工事となっておりま

す。

第３条の収益的収入及び支出について、病院事業

収益は596億1362万3000円を予定しており、収益の内

訳は医業収益が507億5241万8000円、医業外収益が

87億3029万8000円、特別利益が１億3090万7000円と

なっております。続きまして、病院事業費用は608億

1546万円を予定しており、費用の内訳は医業費用が

592億1253万4000円、68ページに移りまして、医業外

費用が８億8497万 2000円、特別損失が７億795万

4000円、予備費が1000万円となっております。

第４条の資本的収入及び支出については、施設の

整備と資産の購入などに係る予算で、資本的収入は

78億6631万4000円を予定しており、収入の内訳は企

業債が60億9710万円、他会計負担金が15億6972万

5000円、他会計補助金が3411万9000円、国庫補助金

が１億6536万9000円、寄附金が1000円となっており

ます。次に、資本的支出は87億3769万5000円で、支

出の内訳は建設改良費が56億4070万7000円、企業債

償還金が28億9698万3000円、他会計借入金償還金が

２億3000円、無形固定資産と国庫補助返還金が、そ

れぞれ1000円となっております。なお、資本的収入

額が資本的支出額に対して不足する８億7138万

1000円は損益勘定留保資金等で補塡することとして

おります。

第５条の債務負担行為は、債務負担行為をするこ

とができる事項、期間及び限度額について定めてお

ります。

第６条の企業債は、限度額を60億9710万円と定め

ております。

69ページに移りまして、第７条の一時借入金は、

限度額を50億円と定めております。

第８条の予定支出の各項の経費の金額の流用は、
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各項の間で流用できる場合について定めております。

第９条の議会の議決を経なければ流用することの

できない経費は、職員給与費と定めております。

第10条の他会計からの補助金は、19億855万7000円

を予定しております。

第11条の棚卸資産購入限度額は、薬品及び診療材

料に係る購入限度額について117億7812万円と定めて

おります。

第12条の重要な資産の取得及び処分について、取

得する資産は器械備品で北部病院、南部医療センター

・こども医療センター及び宮古病院の電子カルテシ

ステムをそれぞれ１件、中部病院及び宮古病院の医

用画像情報システムをそれぞれ１件、南部医療セン

ター・こども医療センターの重症系システム１件、

南部医療センター・こども医療センターの磁気共鳴

断層撮影装置１件、南部医療センター・こども医療

センターの注射薬自動払出システム１件、宮古病院

の血管撮影装置１件、70ページに移りまして、八重

山病院の医事会計システム１件を予定しております。

以上で、甲第22号議案平成31年度沖縄県病院事業

会計予算（案）の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○狩俣信子委員長 病院事業局長の説明は終わりま

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項に従っ

て行うことにいたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算議案でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑に際しては、引用する予算資料の名称、ペー

ジ・番号及び事業名等をあらかじめ告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

また、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろし

くお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、挙手によ

り委員長の許可を得てから行い、重複することがな

いよう簡潔にお願いいたします。

御報告いたします。

新垣新委員から質疑時間の５分を末松文信委員に

譲渡したいとの申し出がありましたので御報告いた

します。

なお、質疑の持ち時間を譲渡した委員は、譲渡を

受けた委員の質疑中は在席する必要がありますので、

御承知おき願います。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

次呂久成崇委員。

○次呂久成崇委員 私からは平成31年度当初予算

（案）説明資料の24ページの離島患者等支援事業か

らお聞きしたいと思います。これは平成29年度から

の事業だと思うのですが、平成29年度、平成30年度、

それぞれ実施している市町村の状況等について伺い

たいと思います。

○諸見里真医療政策課長 平成29年度につきまして

は13市町村、平成30年度も同じく13市町村が活用し

ているところでございます。

○次呂久成崇委員 平成29年度に実施していて、例

えば平成30年度は実施しなかった、また逆もあった

りするのでしょうか。

○諸見里真医療政策課長 基本的には同じ市町村が

活用しているのですが、中には従来一括交付金を活

用していた市町村が県の事業を活用すると。また、

逆も一部ありまして、基本的には同じ市町村で活用

しております。

○次呂久成崇委員 対象者がいると思うのですが、

例えば各市町村から対象となる疾病等の拡充をして

ほしいとの要望等はありますか。

○諸見里真医療政策課長 基本的に予算を組む場合、

夏場ぐらいに市町村から対前年度の要望をとってお

ります。その要望を踏まえて当初予算を計上してい

るところです。今のところ、平成29年度、平成30年

度はほぼ全額計上しているところでございます。

○次呂久成崇委員 付添人は平成29年度から平成

30年度は要綱も変更して拡充しているかと思います。

補助回数等については取り決めがあるのでしょうか。

それとも市町村ごとに独自の基準があるのでしょう

か。

○諸見里真医療政策課長 昨年９月に県では要綱を

改正しまして、付添人の要件を緩和いたしました。

それまでは未成年者と要介護支援が必要な方のみ

だったのですが、医師の判断で付添人が必要である

場合は該当するということで県は要綱を改正してお

ります。あとは市町村でそれに準じて要綱改正をお
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願いしているところで、それが整えば補助ができる

形で、平成30年度は３市町村が拡充していただいて

おります。また、次年度は４市町村、増額している

理由がそこになるのですが、要件を緩和して、４市

町村については申請が上がってきているところでご

ざいます。

○次呂久成崇委員 今の付添人は１人ですか。それ

とも医師の判断で２人必要な場合も対象になるので

しょうか。

○諸見里真医療政策課長 先ほどの繰り返しですが、

要綱の中では従来、未成年者、要介護者のみだった

ものを医師の判断でということですが、人数につい

ては１名で考えているところです。

○次呂久成崇委員 先ほど課長もおっしゃったよう

に、昨年度に比べて増額になっています。ただ実際

に、離島にとってはニーズが相当あると思うのです。

当初予算で各市町村から上がってきます。その際の

市町村の要望額と県の予算との調整は、市町村が希

望する額にどれぐらい応えることができているのか。

例えば市町村としては全体で1000万円をやりたいが、

県では市町村と２分の１の500万円ずつです。県では

少し下げているのか、その辺をお聞きしたいと思い

ます。

○諸見里真医療政策課長 平成29年度から事業を開

始しておりますが、平成29年度は事業初年度という

こともあり、県も市町村も当然、不足が出ないよう

に多目に予算を組みました。実際に決算では大きく

下回りまして、平成30年度につきましては実績を含

めて計上しております。今年度は予算額に対してほ

ぼ全額執行で補助ができる状況でございます。市町

村からの要望額は少し多かったのですが、平成31年

度も平成30年度の実績をベースに計上しているとこ

ろでございます。もし仮に平成31年度に不足が出た

場合は、県としては全額確保できる形で流用なり補

正なりを組んで対応していきたいと考えているとこ

ろでございます。

○次呂久成崇委員 先ほど実績の話がありました。

平成29年度と平成30年度の実績見込みについてもう

少し詳しく教えていただきたいと思います。

○諸見里真医療政策課長 まず、平成29年度の当初

予算2300万円につきまして、決算額が689万4000円に

なっております。平成30年度は見込みになりますが、

当初予算1273万6000円に対して、1231万3000円とほ

ぼ全額執行になっております。来年度の当初予算は

1380万円で若干の増額となっているところでござい

ます。

○次呂久成崇委員 この事業は離島の市町村にとっ

て非常にニーズの高い事業だと思いますので、市町

村との連携をしっかりとって対応していただきたい

と思います。

次に、同じページの県立病院繰出金（貸付金含む）

について、増額要因の概要説明をお願いしたいと思

います。

○山城英昭病院事業経営課長 平成31年度当初予算

における地方公営企業法の規定に基づく一般会計繰

入金は79億6514万2000円であり、前年度当初予算と

比べて５億8783万6000円の増となっております。増

の主な要因といたしましては、本庁経費への繰入金

が新規で認められたこと等々、基礎年金拠出金に要

する経費の増、高度医療に要する経費の増が挙げら

れております。

○次呂久成崇委員 病院事業局は、平成31年度は赤

字予算計上になっているかと思います。この貸付金

には返済がありますよね。貸し付けの累積額と返済

額の変動についてお聞かせ願いたいと思います。

○山城英昭病院事業経営課長 現在、８億円余りの

借入金がございまして、新規に20億円を借り入れる

ことになっております。この20億円につきましては、

当初の５年間は利息のみを支払って、６年目からは

元金も支払っていく形になります。

○次呂久成崇委員 返済計画は何年ほどになってい

ますか。

○山城英昭病院事業経営課長 新規の20億円に関し

ましては、返済期間は15年となっております。最初

の５年間は利息のみで、あとの10年間は元金も含め

ての返済になる予定でございます。

○次呂久成崇委員 次に、同じく25ページの新事業

のはしか等輸入感染症緊急特別対策事業について伺

いたいと思います。昨年３月に台湾の観光客の患者

からの感染が広がったと認識しているのですが、事

業内容について伺いたいと思います。

○山川宗貞地域保健課長 昨年３月下旬から５月上

旬まではしかが流行して、県内で101名の患者さんが

出ました。患者さんが出終わってから１カ月ぐらい

期間を置いて終息宣言をしたのですが、その間、県

ではかなりはしか対策に従事した経緯があります。

感染者としましては、予防接種が１回しか受けられ

なかった世代を含めて、20代から40代の大人の方た

ちが感染者の７割を占めた事情がございます。一方、

アジア諸国でははしかが蔓延していて、さらにこと

しに入ってからは大阪府や三重県など近畿や東海地

方を中心に流行が拡大していて、国の発表では２月
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27日時点で258名の患者が報告されております。その

ためですね、今後、本県でも同様な事例が起こり得

ると考えていて、県としましては成人の予防接種対

策を強化してはしかの流行を未然に防ぐことを目的

としまして、20歳から49歳の成人に対して、はしか

抗体検査費用の半額を助成する。さらには検査の結

果、抗体を持っていない、かかるかもしれない人た

ちに対しては麻しん風しん混合ワクチン―ＭＲワク

チンの接種費用の全額を補助することが概要になっ

ています。

○次呂久成崇委員 検査をして抗体がなければ接種

するとのことでした。先ほどおっしゃった免疫が不

十分な年代は、何年代からということはわかります

か。今、20歳から49歳が対象になるという話だった

のですが１回だけ接種した年代はどうなりますか。

○山川宗貞地域保健課長 おおよそでございますが、

２回接種した世代は大体29歳に達しておりますので、

実際には30歳以上の人たちは１回ぐらいしか打って

いない方たちだろうと思います。２回接種した世代

の人たちはその中でも90％ぐらいしか打っておりま

せんので、やはり20代でも１割ぐらいは打っていな

い方たちがいらっしゃると考えています。

○次呂久成崇委員 私も対象なのかなと思ったので

すが、従来の公費助成の接種状況は県内ではどのよ

うになっているのでしょうか。

○山川宗貞地域保健課長 手持ちでは詳しい資料は

持ち合わせていないのですが、今は１歳前後に打つ

１期接種と６歳前後に打つ２期接種がございます。

特に１期では九十三、四％ぐらいで、本当は95％が

目標ですが少し切っている状態です。２期の場合に

は90％前後ですので、子供たちの接種もきちんとや

らないといけない状況になっております。

○次呂久成崇委員 この事業は各市町村との連携は

どのようになりますか。

○山川宗貞地域保健課長 はしかの予防接種に関し

ては、医師会に委託して、各医療機関で検査、検査

をして抗体を持っていない方には予防接種をするこ

とになっていますので、市町村に関しては周知を促

すということで県と一緒にしていただきたいと考え

ております。

○次呂久成崇委員 昨年ははしかが広がったので対

策を新事業で立ち上げたと思うのですが、そのほか

の感染症の対策はどのようになっているのでしょう

か。

○山川宗貞地域保健課長 そのほかの感染症に対し

ては、麻しんとよく比較されるのは風疹で、麻しん

がはしか、風疹が三日はしかということですが、こ

れは全く別の病原体です。予防接種自体は同じＭＲ

ワクチンで予防接種できるものになっております。

お母さんたちを守ることによって子供たちの先天性

風疹症候群を予防するということで、県では平成31年

度から妊娠を希望する女性とその同居者などを対象

に抗体検査費用の全額を助成する事業を市町村と一

緒に行う予定になっております。

○次呂久成崇委員 最後に同じく26ページの薬剤師

確保対策モデル事業についてお聞きしたいと思うの

ですが、平成30年度予算から平成31年度当初予算は

倍近く増額となっています。この概要について伺い

たいと思います。

○新城光雄衛生薬務課薬務室長 予算が倍増となっ

た要因としましては、平成30年度の補助対象者が20名

で、補助対象期間は２年となっております。平成31年

度予算につきましては、平成30年度の継続補助者、

対象者20名に、平成31年度の新規補助対象者20名を

加えた40名となるため、予算が倍増となっておりま

す。

○次呂久成崇委員 確保に要する経費をもっと具体

的に教えていただけますか。

○新城光雄衛生薬務課薬務室長 薬剤師確保モデル

事業は、県外の薬科大学生で将来、奨学金を返済予

定の者、または県外で勤務しており、奨学金を返済

中の者に対し、県内での就業を条件として奨学金返

済額の一部を補助することで、県内で従事する薬剤

師の確保を図る事業になっております。

○狩俣信子委員長 亀濱玲子委員。

○亀濱玲子委員 資料は幾つか使いますが、平成31年

度当初予算（案）説明資料と保健医療部の予算の内

訳書を使います。まず、平成31年度当初予算（案）

説明資料の24ページのナンバー98医学臨床研修事業

費（交付金事業）、離島・僻地に派遣する医師の養成

に関する経費が微増になっておりますが、内容につ

いて御説明をお願いいたします。

○長嶺祥保健医療総務課長 医学臨床研修事業費は、

離島及び僻地の医療機関で勤務する医師を確保する

ため、県立病院に専攻医の養成を委託し、研修の一

環として当該地域の県立病院及び県立離島診療所に

医師を派遣する事業となっております。

○亀濱玲子委員 これまでの実績を教えていただけ

ますか。

○長嶺祥保健医療総務課長 医学臨床研修事業費の

交付金事業につきましては、平成30年度は県立病院

への委託による専攻医36名の養成を計画したところ、
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計画どおり養成できる見込みとなっております。

○亀濱玲子委員 これは県立病院に特化した事業と

考えていいのですか。

○長嶺祥保健医療総務課長 さようでございます。

○亀濱玲子委員 これから後、これを続けていく医

師の確保について、養成をしていく見通しはどうで

しょうか。

○長嶺祥保健医療総務課長 県立病院ともよく連携

をしながら確保を努めていきたいと考えております。

○亀濱玲子委員 関連するもので引き続き下の99番、

医師派遣事業があるのですが、離島・僻地等の医師

の確保に要する経費となっておりますが、実績と課

題についてまとめてお願いいたします。

○長嶺祥保健医療総務課長 実積については、医師

派遣推進事業の平成30年度につきましては、当初78名

相当分の派遣計画を持っておりましたが、派遣元医

療機関の都合によりまして75名の実積となっており

ます。平成31年度につきましては、前年度の派遣先

の派遣計画及び主要な医療機関の平成31年度の予定

等をもとに、75名相当の医師を離島・僻地等に確保

する予定としているところでございます。医師の偏

在等もございますので、派遣元の都合等により急遽

派遣ができなくなったとかという事情もよく生じて

いるようでございますので、よく連携をしながら確

保に努めていきたいと思います。

○亀濱玲子委員 努力をされていることに関しては、

この事業が幾つかあることは本当にありがたいと

思っています。全体の医師、あるいはコメディカル、

看護師等の欠員についての質疑は、病院長もお見え

になっているのでその関連でお聞きしますので後回

しにしたいと思います。次呂久委員も質疑されまし

たが、続いて同じく24ページの104番、離島患者等支

援事業です。平成30年度の実績を見ると、前年度か

ら倍になって、周知はされていると思います。また、

先ほどおっしゃっていた希望してきた要綱の改善、

付き添いができるようになって、本当に努力してい

ただいていると思っています。ただ、18市町村の中

の実施できているところとできていないところの状

況も加えて実績を説明いただけますか。

○諸見里真医療政策課長 先ほど平成30年度は13市

町村だったのですが、平成31年度は15市町村と２つ

拡大する予定です。18市町村が対象ですので残り３市

町村がございます。まず１つ目、うるま市の津堅島、

南城市の久高島、本部町の水納島、この３市町がご

ざいます。こちらを確認しましたら、基本的に本部

町とうるま市については、地域からニーズがないの

で事業を実施していない状況でございます。南城市

につきましては対象が少なく少額なので、独自の予

算で十分できるとのお話がありましたので、この３市

町については制度創設時から独自でやるか、事業を

活用していない状況でございます。

○亀濱玲子委員 当局としては、実施してみて改善

してほしいことはその都度お願いをしてできている

ところもあるのですが、今の課題は何だと思います

か。

○諸見里真医療政策課長 事業を開始して２年目に

なります。１年目は制度が初年度でしたので、周知

が十分ではなかったと思います。ただ２年目の今年

度は、決算額も見込みもほぼ倍増している形で患者

もふえております。そういう意味では、ある一定程

度、周知は整ってきたと。残りの先ほどの３市町に

つきましても、独自の考え方でやっているところで

ございます。今、実施をしていただく予定の15市町

村について、やはり市町村によって対象、支援する

内容がばらばらですので、この辺を極力拡充してい

く形でお願いをし、また話し合いをしていきたいと

考えているところでございます。

○亀濱玲子委員 これは要望ですが、今おっしゃっ

た各自治体の支援できる患者を統一することと、底

上げしていくためには各市町村が実施要綱、補助要

綱をしっかり県でも点検してあげて、それが十分に

当事者に行き渡るように努力をしていただきたいと

思います。

引き続いて歳出予算事項別積算内訳書の20ページ

から21ページでお願いをしたいと思います。肝炎対

策事業の予算が随分ふえているので、増の要因、あ

るいは実施内容についてお聞かせください。

○山川宗貞地域保健課長 肝炎対策事業では、沖縄

県肝疾患診療連携拠点病院事業としまして、琉球大

学医学部附属病院へ肝疾患相談センターを設置して

いて、相談員１名を配置し、患者やキャリア及び家

族からの相談等に対応しております。実際に全体と

しては、対策事業費は1.7％、琉球大学医学部附属病

院にコーディネーターを置いて対策をとっています。

肝炎治療促進事業費においては、逆に当初予算、平

成30年度は7374万9000円だったところ、来年度は

4684万7000円、36.5％減。こちらは新しい薬が出て

きて、この薬が比較的高額なので、患者がふえると

医療費もふえると見越していたのですが、実際には

その患者が治ることによって意外と医療費がかから

なかったことが現状になっております。

○亀濱玲子委員 20ページにある委託料が2500万円
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から9200万円になったことは、琉球大学医学部附属

病院に相談支援事業を委託している内容なのか、あ

るいは治療にかかるものなのか、この内訳を教えて

ください。

○山川宗貞地域保健課長 20ページの委託料に関し

ましては、前年度の2542万9000円から今年度は9244万

1000円になっています。実際には中の説明及び積算

資料の内訳の５番を見ていただきたいのですが、新

規で行われておりますはしか等輸入感染症緊急特別

対策事業が実は皆増―ゼロからふえております。そ

れがとてもふえたことが実情でございます。

○亀濱玲子委員 なぜ肝炎のことを聞いたのか。も

ちろん啓発も、まだできる治療もふえていきます。

実は相談箇所が琉球大学医学部附属病院に１カ所あ

るのですが、十分に対応できていないのではないか、

それが私の感想です。複数の方から、対応が十分で

はないとの意見も聞いています。ただし、場所がそ

こだけなのでそこに行くしかないが、相談がスムー

ズにいかない。この質疑の前に資料が欲しいと言っ

たのですが、どういう相談を受けて、どれだけの実

績を持っているかを出してくださいと要望したので

すが出てきておりません。それについてまとめてあ

りますか。

○山川宗貞地域保健課長 大変申しわけありません。

琉球大学医学部附属病院に委託している肝疾患相談

センターの平成30年の相談件数は41件でございまし

た。相談者の95％は患者とその御家族で、内容の半

数はＢ型肝炎に関する相談だったということです。

実際には肝疾患相談センター自体は、琉球大学医学

部附属病院に１カ所しか置いていないのですが、沖

縄県では肝疾患コーディネーターを養成しており、

各保健所や市町村の保健師、場合によっては医療機

関の方たちに対して肝疾患の講習を行って、いろい

ろな相談ができるようにしております。ただし、実

はまだ周知がうまくいっておりませんので、こちら

にこういう方たちがいることを沖縄県としては周知

していきたいと考えております。

○亀濱玲子委員 そうなのです。各地域で暮らして

いる人たちの相談が届かないわけです。おっしゃっ

ているコーディネーターの話は、実際にはどの程度

まで設置できているのですか。

○山川宗貞地域保健課長 こちらも取りまとめてい

るのですが、手持ちはありませんので、後ほど提供

したいと考えています。これまで県では200人余りを

養成しているのですが、実際には配置異動などで実

際に活躍されている方は少ないです。私たちとして

は、これらの方たちの掘り起こしや受けた人たちを

掘り起こして活躍してもらうことと、新規に受けて

いただいてコーディネーターの業務をしていただき

たいと考えています。

○亀濱玲子委員 また続けて注目していきたいと思

いますので、資料が整いましたらいただきたいと思

います。

続いて病院事業局について、沖縄県病院事業会計

予算（案）の概要の２ページでお願いします。入院

収益が減となっております。簡単な説明は書かれて

おりますが、病院事業局長、詳しい説明をお願いい

たします。

○山城英昭病院事業経営課長 平成31年度当初予算

案の入院収益及び外来収益は、平成29年度決算及び

平成30年度上半期実績を基礎として、各県立病院の

診療体制、患者数の推移及び入院及び外来患者の単

価の動向等を考慮して算定しているところでござい

ます。平成31年度当初予算案の入院収益は、前年度

と比べ入院単価は増加しプラス2861円が見込めるも

のの、患者数は４万507人で5.8％の減少を見込んだ

ため、平成30年度当初予算と比べ３億4688万8000円、

0.9％の減を予定しています。また、外来収益は、前

年度と比べ患者数が１万6338人、2.3％の減少を見込

むものの、外来単価は増加で629円を見込んだため、

平成30年度当初予算と比べ２億1264万9000円、2.1％

の増を予定しているところでございます。

○亀濱玲子委員 外来も後で聞こうと思って、お話

ししていただいてありがとうございます。この中で

研究研修費が増額になっておりますが、その中身を

教えていただけますか。

○山城英昭病院事業経営課長 研究研修費に関しま

しては、平成31年度当初予算案において３億8519万

2000円を計上しており、前年度当初と比べ3643万

4000円の増加となっております。研究研修費に係る

予算の増加は、県立病院臨床研修環境整備事業1320万

円増加の実施、県外への研修の参加及び外部講師に

係る旅費の増等によるものでございます。

○亀濱玲子委員 新年度は、県外の研修あるいは外

部講師の招聘は何に対してふえていくことになって

いますか。

○山城英昭病院事業経営課長 大きいものといたし

ましては、医師学会等の研修旅費―先ほど言いまし

た県立病院臨床研修環境整備事業等、医師実務研修

旅費等の増がございます。

○亀濱玲子委員 十分に研究研修費を確保していた

だきたいと思って質疑いたしました。
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平成31年度当初予算（案）概要（部局別）の一番

最後の31ページに、病院事業局の経営について説明

したものがあります。その中にはいろいろと書かれ

ていまして、最後に病院事業収益、あるいは病院事

業費用が比較してありまして、ただし現金収支は黒

字であると書かれています。これについて御説明を

お願いいたします。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度病院事業

会計の決算において全県立病院の経常収支が赤字と

なったことを示しております。このような状況を踏

まえ、病院事業局では沖縄県立病院経営計画の見直

しを踏まえ、収益確保及び費用縮減の取り組みを一

層推進し、持続可能な経営を目指したいと考えてい

るところでございます。平成31年度当初予算は、収

益及び費用ともに経営の実態を踏まえた予算編成と

したことから、純損益において赤字が生じる予定で

すが、実際には現金の収入及び支出を伴わない収益

及び費用が含まれていますので、それらを除いて現

金収支の状況を見た場合は黒字となる予定でござい

ます。

○亀濱玲子委員 多分、また次の方も質疑されると

思うのでこの程度にしたいと思います。

これまでに作成していただいた資料の中の全体の

病院事業局の職員配置状況を見ると、医師が15名欠

員、あるいは看護師が133名欠員、事務職が９名、コ

メディカルが20名欠員、総計で178名の欠員となって

います。県民の最後の命のとりでは県立病院だと思っ

ていまして、各６つの病院がきちんとその地域にあ

ることが大事と思っています。きょう出席されてい

る各病院長に、診療科が休診している科、あるいは

足りない医師、看護師の状況など、それぞれの病院

の課題についてお話しいただけたらありがたいと思

います。

○久貝忠男北部病院長 現在休止している科は眼科

がありますが、次年度から再開の予定です。足りな

い科としては、新聞報道でも御存じのように外科医

が不足しておりますが、全県立病院の応援をいただ

いて、次年度からはなるべく現状維持を考えており

ます。

○本竹秀光中部病院長 診療科のことだけ簡潔に。

○亀濱玲子委員 簡潔でいいですが、その病院が抱

えているそれぞれの課題です。

○本竹秀光中部病院長 課題は多過ぎるのですが、

診療科は眼科が今は常勤がおりません。中部病院は

ＮＩＣＵで新生児の眼を診る人がいないと困るので、

今は琉球大学医学部附属病院から週１回来てもらっ

ています。なぜかというと、日本全国でも子供の眼

を診られる眼科医はかなり少ないのです。今はいろ

いろ公募しているのですが、琉球大学医学部附属病

院の眼科医でも子供を診られる人は余りいないです。

それでお願いして来てもらっている状況です。診療

科に関しては１診療科だけです。

○佐久本薫南部医療センター・こども医療センター

院長 この数年、泌尿器科がなくて御迷惑をおかけ

していましたが、今、県立病院を挙げて機能を少し

持ち合って、共有する機能としてやっていこうとの

考えになっております。泌尿器科は、中部病院に少

し寄せて、中部病院から南部医療センター・こども

医療センターに応援をしていただくと。そのほうが

泌尿器科としてチーム医療ができるので、しばらく

の間、集約させていただいてやっていければと思い

ます。同じように、感染症内科の人員が少し減って

おりまして、県立中部病院から応援をいただきなが

ら、病院全体としての機能は維持する形でさせてい

ただきたいと思っております。

○本永英治宮古病院長 宮古病院では今現在、ほと

んどの科はそろっておりますが、皮膚科は常勤がい

ないです。対応としては、琉球大学医学部附属病院

から週１回、皮膚科の先生に来ていただいて、宮古

南静園に同じく琉球大学医学部附属病院から皮膚科

の先生が２名来られているので、両方の施設で連携

しながら対応しております。現在、医者は不足して

いないのですが、例えば医者の継続的な確保面では、

毎年難渋をしておりまして、今現在、それで難渋し

ている診療科が精神科医、小児科医、外科医です。

そういったところで毎年、医者の確保は難渋してお

ります。特に精神科は指定医が今は１人で、あとは

開業の先生が指定でおられたのですが、今は閉めま

したので、精神科医が地域全体としては不足してい

ると考えております。

○篠﨑裕子八重山病院長 当院は、もう６年近く、

眼科医がまだ見つかっていないことが現状あります。

平成30年度、今年度に関しては、精神科医の指定医

が１人しかいなくて、どうにか駆けずり回って１人

の指定医を４月から確保することができました。平

成29年度で退職された泌尿器科の先生の後任が見つ

からずに、今、退職された泌尿器科の先生を嘱託で

診療を続けていただいています。高齢なのですが、

やはり泌尿器科の常勤がいないと離島では対応がで

きないので、どうにかお願いをして来年度も外来だ

けはしていただくことで今お約束はできています。

今後はやはり緊急性に対応する泌尿器科の先生、救
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急医の先生が中途採用で２人やめていきますので、

その後任。小児科も今後２人やめていきますので、

補充をまた改めて退職する時期に合わせて探しに行

かなければいけない状況でありますが、離島に人が

集まらない現状はいつも変わらないと思っておりま

す。

○親富祖勝己精和病院長 精和病院は精神科専門病

院ですので、他の診療科はございません。精神科の

みです。診療科ごとの欠員については、精神科のみ

お話しさせてもらいたいと思います。現在、精和病

院の精神科の医師の定数は９人。それ以外に嘱託の

精神科医師が１人おりました。ところがこの３月末

をもって嘱託の精神科医師が退職、正職である精神

科医師が１人退職の予定で、次年度からは定数９人

の中で１人欠員が生じる予定です。今、一生懸命後

任を探していますがまだ見つかっていない状況で、

欠員１人のままで次年度を迎えることになるかと思

います。それから他の職種に関しては、相変わらず

精神保健福祉士、作業療法士等の不足が目立ってお

ります。定数自体が少なく設定されていますので、

現在の精和病院の患者数からすると、どうしても臨

時任用、嘱託で採用せねばならないのですが、精神

保健福祉士を例にとれば、嘱託３名の方が退職とい

うことで募集をしていますが全く応募がない状況で、

必要な数の医療スタッフをそろえることに苦労して

いるのが現状です。

○亀濱玲子委員 厳しい状況と各病院が自助努力も

大変されていることがわかりました。今は医師の話

だけになりましたが、病院事業局長、保健医療部長、

一生懸命事業もしていただいていて、ふやす努力も

されていると思いますが、この状況を見て、見通し

をお話しいただければありがたいと思います。

○我那覇仁病院事業局長 医師不足、看護師、コメ

ディカルの不足等は日々、どうすればいいかと考え

ている毎日でございます。非常に範囲が広いので、

まず医師に関して少しお話しさせていただきますが、

昨年度、労働基準監督署の働き方改革の問題が発生

して、定数条例で156人の医師を増員できることに

なったことは記憶に新しいと思います。実は156人の

医師をすぐに確保することはできません。ところが、

各県立病院でまずできるところからやろうというこ

とで、新年度は南部医療センター・こども医療セン

ター、中部病院で156人の枠を利用して、科によって

ふやすことを検討して、幾つかの科でできると思い

ます。それから医師の偏在、科の偏在につきまして

は、全国どこも同じでございまして、以前は、眼科

や耳鼻科、皮膚科など少ない科で離島・僻地に供給

できない。ところが最近の問題は、いわゆるメジャー

と言われる外科、かつてはたくさんいた科が、もう

離島・僻地に、あるいは本島内部でも少ないことが

発生しております。先ほど宮古病院長からありまし

たが、我々がやっていることは、まずホームページ

やリクルート、いろいろな大学に訪問したり、特に

地元の琉球大学医学部附属病院に絶えずコンタクト

をとりながら、いかにすればいいのかというような

ことで医師の確保に努めています。それから先ほど

保健医療部からも話がありましたように、本土の大

学に医師の招聘、補助事業が幾つもあります。特に

宮古・八重山、北部もそうですが、本土からの派遣

医師の確保に努めてもらっていますし、県立病院で

は特に中部、南部では、後期研修医、いわゆる専門

研修医をなるべく初期から後期に残ってもらうこと

によって、離島の医師を確保すると。さらには、次

年度から始まりますが、地域枠の卒業生が出てきま

す。どの科に行ってもらうかはいろいろと検討して

いるところですが、なるべく少ない科に何とか誘導

するような方向性を検討している最中でございます。

看護師の定数はたしか1850人ですが、現在は1750人、

約100人の欠員があります。それに関しては嘱託を臨

任にするとか、他の方法も使って埋めてて、実際に

50人がまだ不足しているような状態で、これについ

ては看護企画監からも後ほど話があると思います。

もう１つ、大きな問題は薬剤師です。沖縄県は全国

に比べて６割台です。一つの理由としては、まず、

沖縄県は男性の薬剤師が少ないこともあって、沖縄

県は男性の薬剤師が３割、本土は４割。女性の薬剤

師は出産や育休などでなかなか異動が難しい状況に

ありまして、今、薬剤師の獲得には特に力を入れま

して、現地に行って採用試験をしたり、学生が来た

ときに本島ばかりではなく、離島にも視察ツアーな

どの支援をする方向でいろいろな角度から医師やコ

メディカルの確保に努めている状況でございます。

○砂川靖保健医療部長 今後の見通しのお話しで

しょうか。県は大きい考え方として２つあります。

中長期的には自治医科大学、県立病院では専攻医、

琉球大学医学部附属病院でしたら地域枠で医師を養

成していく考え方でやっております。実際に平成38年

ぐらいからは、九十、百名近くの恒常的に勤務義務

を持つ医師の派遣ができるようなってくると思いま

す。それまでの期間は医師派遣推進事業等を活用し

て、短期的に不足している地域に医師を張りつけて

いく形で、離島、北部地域の医師確保に取り組んで
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いきます。地域偏在はある程度それで解消できると

思うのですが、やはり一番大きいものは診療科の偏

在です。これについてはどのように対応していくか。

今、琉球大学医学部附属病院と一緒に知恵を合わせ

ながら検討している状況でございます。

○亀濱玲子委員 長期の見通しも話していただきま

したが、実は平成30年度の沖縄県がん診療連携協議

会が開かれたときに、離島・僻地で受けられないが

ん治療、手術、放射線、化学療法ももちろんできま

せん。できないところが何と多いのかと思ったので

す。血液、皮膚、腎臓、膀胱、肺、子宮、それぞれ

の病院で対応できるのか、調査をかけているのです

が、できないものが結構多いです。これについて、

北部病院、宮古病院、八重山病院の３病院のがん対

策の課題についてお聞かせください。

○久貝忠男北部病院長 がん治療に関しましては、

北部地域では北部地区医師会病院が地域のがん拠点

病院になっています。放射線治療はありませんが、

通常のがんの手術や化学療法はやっていると聞いて

います。北部病院では通常の手術はやっております

が、放射線治療と化学療法。北部地域は北部地区医

師会病院が地域のがん拠点病院としてやっているの

で、現在のところは特に放射線治療以外は大丈夫か

と思っています。

○本永英治宮古病院長 宮古病院は、ほとんどのが

んに対しては化学療法とがん相談室を通しての疼痛

相談は全部やられていますが、血液がんの専門医が

いませんので、これは中部病院と南部医療センター

・こども医療センターからの月３回の派遣で対応し

ています。放射線治療はできませんので、放射線治

療が必要な方は琉球大学医学部附属病院や南部医療

センター・こども医療センター等に紹介しています。

○篠﨑裕子八重山病院長 八重山病院は、がん診療

連携病院としての位置づけで、化学療法センター―

化学療法の病床を今回ふやして、化学療法だけはき

ちんと対応しようと思っております。がん相談支援

としてのがん相談センターも今は設けておりますの

で、そちらである程度の相談を受け、放射線治療に

関しては本島の病院への紹介、手術を行った場合に

はまた戻ってきた方たちの支援についてはこちらで

受けられる形はとっております。

○亀濱玲子委員 最後になります。離島・僻地の医

療をどう守るかは、本当に沖縄県にとって大きな課

題だと思っています。今度の所信表明で玉城知事が

北部圏域の北部病院の話で、目的は医師不足を抜本

的に解決して、安定的な地域完結型の医療提供体制

を構築するための事業なのだと話されたと思います。

改めて、北部がきちんとすることが離島にもやはり

重なっていくと思うので、北部基幹病院の整備につ

いての考え方を最後にお聞かせいただきたいと思い

ます。

○砂川靖保健医療部長 北部基幹病院に関しては、

所信表明でも述べましたように、従前から北部圏域

における医師不足の抜本的な解決を図り、安定的か

つ効率的で、地域完結型の医療提供体制を構築する

とともに、病院経営の効率化などを実現するために

県立北部病院と北部地区医師会病院を統合し、北部

圏域に新たな基幹病院を整備するための作業に取り

組むとの方針で臨んでいるところでございます。

○狩俣信子委員長 比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 まず、平成31年度当初予算（案）

概要（部局別）から１番目に、医師確保事業に関す

る事業のそれぞれの総額があります。先ほどから重

なっておりますが、医師確保の課題と見通しをお聞

かせください。

○長嶺祥保健医療総務課長 医師確保に関する事業

の総額につきましては、医師確保に要する経費とし

まして、主に離島及び僻地の医療機関で勤務する医

師を安定的に確保するための経費となっておりまし

て、総額としましては22事業20億6989万6000円となっ

ております。内容としましては、直接的な効果が出

る事業が９つ17億5369万7000円、環境整備などの間

接的効果を持つ事業として13事業３億1619万9000円

となっております。課題としましては、先ほどから

ありますように、診療科偏在だと考えております。

今後の見通しとしましては、県は自治医科大学で医

学生及び県立病院で専攻医を計画的に養成するとと

もに、県内外の医療機関から専門医の派遣を行うと

の基本方針のもと、離島及び僻地の医療機関におい

て勤務する医師の安定的な確保に取り組んでおり、

平成32年度からは、新たに琉球大学医学部の地域枠

を卒業した医師が専門研修を修了し、順次、離島・

僻地での勤務を開始する予定であります。これらの

取り組みによりまして、離島及び僻地において勤務

する医師は、平成41年度以降、毎年100人程度で推移

するものと見込んでおりまして、医療の地域偏在等

は相当程度解消されていくものと考えております。

○比嘉京子委員 皆さんの資料にもありますが、20億

円の医師確保事業なのですが幾つもの事業があるわ

けです。単年度的に見る内容と長期的に間接的にか

かわって何年間で養成するものも入ってはいますが、

この事業を通して年間どれぐらいの医師を確保され
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ているのでしょうか。

○長嶺祥保健医療総務課長 平成29年度の医師確保

の実績を申し上げますと、これらの事業によりまし

て、133人の医師を確保しておりまして、そのうちの

124人が離島及び僻地の医療機関での医師となってお

ります。

○比嘉京子委員 先ほどから平成32年度以降の琉球

大学医学部附属病院の派遣医師の見込み、地域枠が

ありますが、近々の平成32年は何人、予定されてい

るのでしょうか。

○長嶺祥保健医療総務課長 平成32年度の地域枠の

医師としては５人となっております。

○比嘉京子委員 本当に今、医師の問題は大きいの

ですが、次に看護師、先ほど100人不足、そのうちで

も50人だろうとの話がありましたが、看護師の確保

についてはどうでしょうか。予算の総額とその見通

しについて伺います。

○與那城加代子保健医療総務課看護専門監 看護師

確保対策に関する事業の予算は、看護大学の予算８億

9166万4000円を含め、総額は13億9866万円となって

おります。看護師確保の主な事業の予算としまして

は、看護師等養成所運営補助事業費１億4900万円、

看護師等修学資金貸与事業費１億4102万1000円、認

定看護師・特定行為研修支援事業4420万4000円など、

21の事業の予算を計上しております。看護師確保の

課題といたしましては、看護職員の数は、平成28年

12月末の看護業務従事者届では県内の看護職員は

２万65人、人口10万人単位で見ますと、保健師、助

産師、看護師、准看護師の全ての職種で全国平均を

上回っておりますが、圏域別で見ますと、助産師が

北部と宮古で全国平均以下。看護師については、宮

古、八重山が平均以下になっているなど、地域偏在

が見られております。採用率は、平成30年度実施の

看護職員施設調査で見ますと、４月の看護職員採用

計画数1517人に対して、６月時点で採用できたのが

1048人、採用率は69.1％、469人が不足の状況になっ

ております。今後の見通しは、県内の看護師養成に

つきましては、３つの大学と５つの養成校で毎年

700人の入学定員で養成をしているところです。看護

師養成所への補助金等、養成支援に合わせて、看護

師等の免許を持っていても看護業務についていない、

いわゆる潜在看護師の復職支援、勤務環境改善支援

などによる定着促進など、今後も引き続き取り組ん

で看護師確保を図っていきたいと思っております。

○比嘉京子委員 今、潜在的な看護師は何人でしょ

うか。

○與那城加代子保健医療総務課看護専門監 潜在看

護師については、実際のところはまだ把握されてお

りません。ただ、平成27年10月から、潜在看護師の

復職支援を図ろうということで、厚生労働省で離職

する際の届け出が努力義務となっております。その

届け出で、沖縄県は現在700人余りの届け出がありま

す。ただ、推計の一つの方法として、65歳まで看護

師が働けるとして、65歳の人たちが養成校を卒業す

る1975年ぐらいに戻りまして、そこから毎年の養成

数を足していって、現在の従事者を引きますと大体

4200か4300の数になると思います。それには生存率

であったり、流入、流出あたりは全然入っておりま

せんが、本当に単純な推計でそのぐらいの数はいる

と考えております。

○比嘉京子委員 ２番目に、先ほどありました北部

基幹病院の整備事業について、特に医師確保の観点

からお聞きしたいと思うのですが、新規予算が100万

円ほど組まれているかと思います。平成26年でしょ

うか、北部地域の医師定着を図るためにさまざまな

研究会、報告会等の報告書に基づきますと、定着し

ない理由を列挙してあります。定着しない理由が明

らかになっているが、それを一つ一つ丁寧に対処し

ていく作業が今日までどれだけできていたのだろう

か、委員も私も含めて反省するところですが、その

中でも希望者が少ない理由は何なのか。それから研

修機能や住環境、教育環境などいろいろな観点が浮

き彫りにされたと思います。そのことについて、ど

のような努力がされてきたのか見えていないのです

が、よければ教えていただきたい。

○大城博医療企画統括監 例えば医師確保を図るた

めに、若い医者ができるだけ沖縄で働いていただく

ための取り組みとして、県内で臨床研修を実施して

いる病院群全部まとまってオール沖縄の体制で、研

修医に施設を案内するようなイベントに参加しても

らい、県内の研修施設の周知広報を図り、若い医師

の確保に取り組んでいるところであります。

○比嘉京子委員 それ以外に列挙されて、研究会を

これだけの人で開いて、私は平成26年12月に出され

た北部地域における医療提供体制の確保の研究報告

会の報告書を読み直してみたのですが、あのときも

それは部長から紹介があり、説明がありました。課

題がたくさんあることはわかっているのですが、あ

る意味で一つ一つ潰していく努力がどうなされたの

かが見えないのでお聞きしているところです。だか

ら今のような１つだけではなく、列挙されたものが

今日までにどうなされたのか。
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○大城博医療企画統括監 申しわけないですが、研

究会報告は今、手元に持ってきておりません。ただ、

その際に課題として指摘されたことは北部医療圏、

急性期医療を担う病院が県立北部病院と北部地区医

師会病院に分かれていて、それぞれの病院での診療

体制が薄くなることで勤務医の負担が大きくなった

り、あるいは両病院に医師を派遣する中部病院や琉

球大学医学部附属病院の負担も大きくなる。患者が

両病院に分散していることで若い医者が経験を積む

場としての魅力も低下するということです。それか

ら研究会報告で、医者の指定の教育環境が余り整備

されていないので、それが北部に定着する上でのネッ

クになっていることもたしかあったと思います。そ

のような課題も我々は参考にしまして、今現在、県

立北部病院と北部地区医師会病院の統合による北部

基幹病院の整備によって、医師確保の抜本的な解消

を図ろうと取り組んでいるところでございます。

○比嘉京子委員 もともと北部圏域の医師確保がな

かなかままならないところから今の話が出てきてい

ると思うのですが、今のように、例えば教育環境の

問題や研修医の技術的な研さんの面では、宮古・八

重山はもっと課題があると思います。陸続きの北部

になぜなのかが非常に疑問に思うところです。病院

事業局長に聞きたいことは北部に特化してなのです

が、医師がなかなか定着しない。例えば医師のへき

地手当など、宮古・八重山に行き手がいても北部に

は行き手がいない。病院事業局内で考えられている

これをもっとやっていけばということがあればお聞

かせください。

○我那覇仁病院事業局長 宮古・八重山、北部の離

島・僻地は、沖縄県の抱える特徴的な課題があると

思います。特に北部病院は陸続きなので、宮古・八

重山に比べて特地手当や準特地手当、あるいは離島

増嵩費など給与に関することで、それが十分適用で

きないことは、県内の医師が北部に行きづらい一つ

の大きなファクターであると感じています。病院事

業局内でも給与は何度も検討したことがありますが、

ほかの医師だけというわけにもいかないようなので、

ほかの正職等になってくると簡単にはいかないと

思っていますが、ここら辺をどのように今後解決し

ていくかをぜひ一緒になって検討していただければ

なと。もう一つは、やはり遠いです。北部の職員の

大体６割は中南部から通っていると聞いています。

高速などの移動手段に関しても特別手当は出ないと

いうことなので、そこら辺を何とかクリアできれば

いいなと思うのが本音でございます。

○比嘉京子委員 これはお金で解決できるのですね。

では、次に繰り入れについて聞いてみたいと思い

ます。妊娠期からのつながるしくみ調査検討事業に

ついての具体的な説明をお願いしたいと思います。

○山川宗貞地域保健課長 妊娠期からつながるしく

み調査検討事業につきましては、那覇市、沖縄市、

うるま市の３市をモデル市として検討委員会をこれ

までに開催して、先進地視察や保健、医療、福祉の

各分野の職員を対象に基礎的な研修や意見交換会な

どを行い、母子保健、子供の貧困、子育て支援、児

童虐待防止に当たる沖縄県の現状を把握して、沖縄

県の抱える課題を明確にしてきたところです。今後

は、市町村がそれぞれの実情に応じたセンターを設

置できるよう研修会の開催や個別具体的な助言をし

ていきたいと考えております。

○比嘉京子委員 文教厚生委員会のメンバーは去年、

寒い時季にフィンランドのネウボラを視察しました。

名称は母子健康包括支援センターのことだろうと思

うのですが、そうするとこれは日本版のネウボラで

すよね。言っていることは、医療と福祉が合体した

ワンストップの支援体制がないわけです。ですから、

ここに非常に大きな意味を持っていると思っていま

す。このメンバーもそれを強く感じています。です

から申し上げたいのですが、今のところの視察調査

で各地域にまず１つずつということはわかるのです

が、そこの中において、いわゆる医療と福祉の連携、

ネウボラでいうともっともっと問題があるわけです。

そこをもっと重点的に取り組む、ここがキーポイン

トだと思って取り組むような姿勢が必要ではないか

と思うのですが、そのような観点は持っておられる

と理解していいですか。

○山川宗貞地域保健課長 基本的には母子健康包括

支援センターは市町村が設置することになっている

のですが、沖縄県は実際には保健所もございますの

で、保健所を中心に管内で各市町村を集めた中で母

子健康包括支援センターをどのように運営したらい

いかをまた取り決めをしていくと考えております。

また、市町村の母子健康包括支援センター自体はハー

ド的なものではありませんので、今あるところでも

担当の職員を置いて、いろいろなところと連携をし

ていって、会議、場合によっては困難な事例の検討

会を行うと。それに対しては医療機関や保健所、福

祉の部門の児童相談所などいろいろな形が必要に応

じて連携して取り組んでいくと考えております。

○比嘉京子委員 ぜひ重点的に取り組んでいただき

ますようにお願いいたします。
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次に、県立病院繰出金（貸付金含む）についてお

聞きしたいと思います。先ほど貸付金についてはあ

りましたのでよろしいかと思います。このときの繰

り出しの根拠ですね。毎回議論になるところですが、

総務省の繰り入れ等の議論もあります。私は病床１床

当たりの繰り出しの比較をいつも決算でも言ってい

るところですが、決算の病院事業の意見書の平成29年

度を見ていると、収益的収支と基本的収支を合算し

た両方の１床当たりの繰入額が、沖縄県が324万円、

それから全国平均が505万円です。その差額が181万

円です。そのことからすると、なぜ借り入れをしな

ければいけないのか。いわゆる沖縄県の医療を任せ

るが、それでこの金額は本当に見合っているのか、

そこに私は考えを入れるべきだと思うのですが、保

健医療部長、いかがですか。繰り出しなので。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、保健医療部長から県立病院繰出

金の調整は総務部であり、保健医療部では

ないとの説明があった。）

○狩俣信子委員長 再開いたします。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 181万円の差があることは、全国の

平均が505万円です。これを考えますと、10万円アッ

プしても２億円、2000床余りですよね。そのことを

考えていくと、この金額の繰り出しで本当に県立６病

院が県民の医療体制を守れるのか、本庁の県立病院

に対する評価だろうと思うのです。一方でよく言わ

れることが、財政規模の比率だと。これは県の言い

わけになります。ですから、私は病院事業局長にお

聞きしたいのですが、この差額を何とか埋める、１床

当たり10万円でも20万円でも埋めていくことが今後

の経営に非常に重要ではないかと思うのですが、い

かがでしょうか。

○山城英昭病院事業経営課長 御指摘のとおり、平

成28年度決算におけます収益的収支に係る許可病床

１床当たりの繰入額は、沖縄県が216万5000円で全国

平均の404万3000円を下回っているところでございま

す。収益的収支に関しましては、全国で30位という

状況でございます。

繰入金についてはさまざまな御意見があることは

承知しています。繰入金に関しましては、不採算医

療や救急医療等についてを根拠としておりますので、

これについて対応していきたいと考えているところ

でございます。

また、一般医療の部分に関しましては、経営改善

等の努力によって対応していきたいと考えていると

ころでございます。

○比嘉京子委員 借り入れをする状況にあるわけで

すよね。そのことをどう見るかだろうと思うのです。

先ほど亀濱委員が話しましたが、医療体制の最後の

とりでだと思う。そのことを担うのだから、これだ

けは必要だとしっかりと財政に言うべきだと思うの

です。その決意はどうですか。

○山城英昭病院事業経営課長 まず、借り入れにつ

いての説明をさせていただきたいと思います。今回

の一般会計からの長期借入金は、経営の健全化によ

る効果、経営状況に反映されるまでの間、平成31年

度において、現金預金残高が総事業費の１カ月分、

約50.7億円を下回る見込みがあるものですから、職

員給与や新材料など、日々の支出について支払いが

困難な状況になることへの懸念の対応によるもので、

一般会計からの繰入金とは違う借入金の形になって

いるところでございます。

○比嘉京子委員 回転資金が足りないからというこ

とですよね。非常に緊迫した状態の中で病院側が感

じていることは、私はいかがかなと思っております。

最後に、今回の収支の報告の中にありましたが、

今度10月に国の消費税がアップしますが、それに伴っ

て診療報酬の見直しはされているのですか。

○山城英昭病院事業経営課長 2019年10月の消費税

改定に伴う診療報酬改定の内容については、税率が

２％増加することに対しまして、診療報酬は0.41％

の増加、薬価は0.42％の増加、材料価格は0.06％の

増加になっております。

○比嘉京子委員 さかのぼって申しわけないのです

が、５％から８％になったときの診療報酬はどう変

わりましたか。わかる範囲でいいです。

○山城英昭病院事業経営課長 平成28年度の診療報

酬の改定に伴いましては、本体で0.49％の増がござ

いましたが、薬価等に関しましては、逆に1.33％の

減になっているところでございます。

○比嘉京子委員 物品に対して２％、３％アップし

ているのに、診療報酬がそれに伴わないということ

は、じわじわと赤字を出していくことは誰の目にも

明らかだと思うのです。そのような中において、しっ

かりと医療体制を守れということは非常に厳しいだ

ろうと思います。そこはやはり県立病院をしっかり

堅持するためには強い主張が必要だと思うのですが、

最後に病院事業局長、いかがですか。

○我那覇仁病院事業局長 ことしの10月から10％に

上がるということで、１％上がるごとに約２億円の

支出がふえるので、国もそれに対して診療報酬で初
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診料も少し上がるという話もございました。我々と

しては、医療機器の購入に関して消費税もかかりま

すので何とか工夫しなくてはいけない。それは共同

や一括のスケールメリットでなるべく費用を少なく

することが１つあります。それから比嘉委員のおっ

しゃったように、県立病院の経営状況や受益者負担

も県民の方に理解していただいて、県立病院の経営

に関して協力をお願いしたいと考えています。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後１時20分再開

○狩俣信子委員長 再開いたします。

先ほど次呂久正崇委員と比嘉京子委員の質疑に対

する答弁で、病院事業経営課長から答弁を訂正した

いとの申し出がありますので、発言を許します。

山城英昭病院事業経営課長。

○山城英昭病院事業経営課長 先ほど次呂久委員か

らの質疑で、現在の一般会計からの借入金残高を８億

円とお答えしましたが、正しくは10億円ですので、

おわびして訂正いたします。

また、比嘉委員から質疑のありました平成26年度

消費税改正があった際の薬価等の診療報酬改定税率

をマイナス1.33％とお答えいたしましたが、正しく

はマイナス0.63％の誤りでしたので、おわびして訂

正いたします。

○狩俣信子委員長 午前に引き続き、質疑を行いま

す。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 北部基幹病院整備事業推進事業に

ついて最初にお聞きします。

100万円の予算を確保しておりますが、これは協議

会開催予定の予算と認識してよろしいですか。

○諸見里真医療政策課長 100万円の内訳としまして

は旅費になります。県外、県内の職員の旅費になり

ます。

○平良昭一委員 これまでいろいろ議論されてきま

したが、６回の協議会の課題は、何か統合ありきで

進んでいるような感じがしてならない。また、基幹

病院の設立後の経営形態が指定管理とするなどいろ

いろ懸念材料が出てきて北部の皆さんが混乱してい

る状況であります。平成29年３月に策定された沖縄

県地域医療構想の北部地域の現状と課題の中で、北

部地域の急性期医療の充実及び安定化を図る観点か

ら、また、地方公営企業という病院事業の現行の経

営形態を維持することを前提として県立北部病院と

北部地区医師会病院の統合の是非について検討を行

うことで、平成29年３月に県の姿勢が示されている

わけですよね。そのような中で、あくまでも合併の

前提ありきの中で進めていくこと自体理解ができな

いと思いますが、その点はいかがですか。

○砂川靖保健医療部長 北部市町村長等から基幹病

院についての要請はたびたび受けておりまして、そ

の上で基本構想をつくると同時に基幹病院について

作業を開始すると翁長前知事から方針表明があった

わけです。その際に、県立北部病院と北部地区医師

会病院を統合して新たな基幹病院を整備するための

方針を示したので今、統合へ向けての作業を進めて

いるところでございます。

○平良昭一委員 私が言いたいことは、県はあくま

でも沖縄県地域医療構想に基づいて作業をしないと

いけないわけでありますので、そこにはやはり現行

の経営形態を維持することがうたわれているわけで

す。その協議会の中で、新たな指定管理者を選んで

経営形態を模索していくことに関して私は相反する

ような状況が生まれてきていると思いますが、その

辺はいかがですか。

○砂川靖保健医療部長 北部の一番の問題は医師確

保が十分なされていない。それと診療制限や患者の

流出が続いている状況でございます。根本的な原因

は何かと申し上げますと、10万人の人口の医療圏域

に200床規模の急性期病院が２つあることで非効率的

な医療提供体制が構築されている。医師を派遣する

琉球大学医学部附属病院も負担を感じている部分が

ある。若い研修医のキャリア形成を積むような環境

にもなっていないことがあるわけです。それを根本

的に解決するためには、やはり北部圏域には１つの

基幹的な病院をつくる必要があるので作業を進めて

いるところであります。地域医療構想を作成してい

るときは、翁長前知事の公約のもとでやっていたわ

けですが、そのときの公約は１つでございます。現

在はそのときになかった北部基幹病院構想の早期実

現の公約もございますので、両方の公約の整合を図

る観点から、今我々は協議を進めているところでご

ざいます。

○平良昭一委員 要は医師の確保ができていない中

で、午前中からの質疑の中にもありましたとおり、

当然、この北部病院、北部地区医師会病院の両病院

で多くの診療科が重複している状況があるわけです。

まずはそこを改善しないといけないのであれば、私

は統合ではなく再編の形での作業になってくると思

いますが、その辺はいかがですか。

○砂川靖保健医療部長 効率的な医療提供体制を構
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築していく観点に立てば単なる、この診療科はやめ

ましょうね、ここに寄せましょうね、という再編だ

けではなくて、やはり統合として１つの基幹的病院

をつくる必要があると考えております。

○平良昭一委員 結局、北部地区に医師が来ない理

由は若い医師が経験を積む場所がないし、魅力がな

いことが理由だと午前中もありましたよね。これを

ないがしろにされてですね、今ある重複している診

療科を改善していけば十分対応できるような、医師

の確保ができる状況はありませんか。

○砂川靖保健医療部長 診療科の再編は病院の経営

に直結するものもあるわけです。効率的にするため

に、この病院はこの科だけに特化するような再編は

経営的にもかなり厳しいと考えております。

○平良昭一委員 一つの考えですが、我々ずっと北

部に住みながら、大きい病院が２つありながら同じ

ような経営をしていることが現状です。そうであれ

ば、すみ分けとはおかしい発言かもしれませんが、

この北部地域の医療協力体制の安定化を図るためで

あれば、いわゆる急性期と回復期を別々に分けて対

応する状況をつくることは不可能でしょうか。

○砂川靖保健医療部長 北部圏域には急性期の病床

は400床程度必要だろうと思っています。今、両病院

を合わせて500床規模の病床を持っているわけです

が、統合することによって400床規模の病院は可能に

なると見ております。これに400床程度の規模を整備

することによって患者の流出も防げて地域完結型の

医療提供体制も構築できるだろうと。足りない回復

期はどうするかというと、北部圏域は基準病床は

1000床くらいですけど既存病床も1000床程度ありま

すので、急性期病院以外の病院で機能転換を図って

いくと。例えば療養病床から回復病床に持っていく

と。それを北部圏域、民間病院も含めて話し合いを

進めることで再編をしていきたいと考えております。

○平良昭一委員 かなり議論されてきていることは、

私たちは非常にいいことだと思います。これまでこ

のような状況にずっと置かれ続けてきた北部地域か

らすると、そういう議論ができることは非常にいい

ことであります。その観点からすると、医者が平等

に循環できるような状況をつくることが果たして合

併ありきでいいのかということをもう一回振り返る

時期でもあると思います。ただ、提言されたことに

関して、やはり命を守るものですから北部の住民が

非常に関心を持っていることは確かです。これを大

いに生かしていきたい。住んでいる人間としては思

いますので、今後、若い方々が離島や北部地域に赴

任する条件もぜひ考えていただきたい。病院事業局

長、若い方々に魅力ある病院をつくるためには、そ

れなりのプラスアルファのシステムを構築しないと

いけないと思います。海外で研修ができる状況をつ

くってあげたり、離島あるいは北部に行くときにそ

のような研修があったら、どんどん来ると思うので

す。そのようなシステムをつくることは不可能でしょ

うか。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 御指摘の点は

ごもっともでございまして、若手が集まる病院をつ

くるために、先ほど来、言われていますように、地

域偏在、診療科偏在を解消するためには指摘された

ことが重要なポイントだと思っています。その中で

若手を育てるために、まずは指導医そして多くの症

例数が大きなポイントかと思っています。指導医を

育てるための国内留学や海外派遣は今までも力を入

れていますし、これからも拡充していきたいと思っ

ています。また統合によるメリットとしても、症例

が集まることで若手の刺激になると思っています。

○平良昭一委員 少し戻りますが、この協議会６回

を迎えた中で、１月下旬に各市町村に対する説明が

あったと思います。県のある程度の考え方、基本的

枠組みに関する合意書が提示されている中で、それ

に難色を示している市町村長もかなりいると私は聞

きました。今、部長とのやりとりの中でまだまだ考

える余地もあると思いますので、県が考えた合意案

に基づいてこれからも進んでいく状況ですか。

○砂川靖保健医療部長 合意案は案でありますので

たたき台みたいな性格を示しているわけです。これ

にイエスかノーで考えろと言っているわけではござ

いません。今までの協議会の結果を踏まえてみると、

こういう形になるのではないかということを示して

おりまして、２月に６回目が終わってからまだ再開

しておりませんので、市町村長においても自分たち

の議会と協議する時間が欲しい。今度は12市町村間

同士での話し合いも必要だと。我々としても関係者

の理解を得る努力をする必要がございますので、そ

の作業をこれから今後も進めていくということでご

ざいます。

○平良昭一委員 単なるたたき台であればいいので

すが、こういう文面にされると市町村長は上から押

さえつけられている状況を考えてしまうものですか

ら、その辺は今後、協議をする中で押さえつけにな

らないような状況をつくっていただきたい。とにか

く、北部全体、そして県も医師会も１つの問題点に

対して集中して協議する時間ができたのは、これま
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でほったらかしにされていた状況からすると我々は

非常に画期的だと思います。各病院長もいますので、

積極的にかかわっていただいてすてきな基幹病院を

つくる努力をしていただきたいと思っています。た

だ、私が言いたいことは、平成29年３月の沖縄県地

域医療構想に基づいた作業をしていただくことが前

提であります。これは総意の中でつくられているは

ずですからその辺が非常に重要になりますし、過去

の独立行政法人化の問題の中で現況を維持していく

県の姿勢も示したわけですので、指定管理者がいき

なり別のところから来るような状況になると困りま

すので、その辺はどうでしょうか。

○砂川靖保健医療部長 文章化することは協議して

いるメンバー間で認識の共有を図る上で非常に重要

なものでありまして、その意味においてもたたき台

を示すことは必要だと考えております。先ほど申し

上げましたが、地域医療構想を作成したときは翁長

前知事の公約は１つでございました。今、玉城知事

になって新たに北部基幹病院構想の早期実現がござ

います。そもそも我々一般職は、知事の掲げた政策

についてそれを実行するための施策を企画立案し、

それを推進する立場にありますので、知事公約を実

現するために、そして何よりも北部住民の12万筆の

署名、北部住民のために我々は仕事していますので、

その期待に応えるように頑張っていきたいと考えて

おります。

○平良昭一委員 わかりました。県立病院の医療体

制は日本全国から注目されてきた、高い評価がされ

てきた沖縄県の歴史がありますので、地方公営企業

法の中でもできた実績を私は訴えていきたいと思っ

ていますので、その辺はまた理解していただきたい

と思います。

続きまして、離島患者等支援事業は２年前からの

事業でありまして、昨年、離島の何町村かが対応で

きていない、要求していないという状態がありまし

た。いわゆる周知徹底不足だったと思いますが、そ

の改善はどうなっていますか。

○諸見里真医療政策課長 午前中でも少しお答えし

ましたが、対象の18市町村のうち、今年度は13市町

村が活用していただいております。残りの５つにつ

いて少し言ったのですが、３市町村についてはニー

ズがないのと助成額が小さいので独自でやりたいと。

３つにつきましては、制度創設からそのままでござ

います。もう一つにつきましては、実際に計画はし

ていたのですが、ふたをあけると対象がいなかった

ので、平成31年度はその３つを除いて15全てが活用

する方向で進めているところでございます。

○平良昭一委員 ということは、その周知徹底は全

部されていると理解していいのですか。

○諸見里真医療政策課長 周知の方法につきまして

は、県ではホームページ、報道機関を介して周知し

ております。また市町村におきましては、広報誌、

ホームページ、妊産婦に対する母子保健手帳交付時

に教示したり、病院で掲示したり、市町村の保健師

から対象者に情報提示をしていますので、一定程度

情報は周知されていると理解しています。

○平良昭一委員 わかりました。

続きまして、一般質問等で私は何度もやりますが、

ハブ対策費についてです。皆さんは笑っていますが、

笑い事ではないです。今、北部は草が多過ぎて刈れ

ない、農家が農業をできなくなっている状況まで追

い込まれております。それだけタイワンハブが多く

なっていることをもう少し考えて対応策を練らない

といけないと思いますがいかがですか。

○新城光雄衛生薬務課薬務室長 タイワンハブは今、

結構拡大していますので、平成29年度から危険外来

種咬症根絶モデル事業をやっております。名護市の

喜瀬から恩納村名嘉真地区を駆除モデル地区としま

して、その地区に重点地区を設定しまして拡散防止

フェンスを設置してタイワンハブの低密度化及び根

絶の実証試験を実施しているところでございます。

○平良昭一委員 この事業をやっていてもふえ続け

ています。本当に大変な問題です。

休憩をお願いできますか。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、平良委員から北部地域における

タイワンハブについて抜本的な対応が必要

な状況であるとの補足説明があった。）

○狩俣信子委員長 再開いたします。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 抜本的な解決策を考えないといけ

ない時期に来ていると思いますが、その辺に対して

の考え方はありますか。

○新城光雄衛生薬務課薬務室長 今、タイワンハブ

が生態系にも影響を及ぼしているという御意見もご

ざいましたので、関係部署と調整しながら抜本的な

対策を考えていきたいと考えております。

○平良昭一委員 早急に取り組んでいただきたいと

思います。

最後に、病院事業局について、平成31年度当初予

算（案）概要（部局別）の31ページです。経営計画

の平成29年度から平成32年度に対して３つの目標が
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あります。その３つの目標もありますが、現在、こ

の目標の中での見直しの作業中だと言っております

がそれはどういうことでしょうか。

○山城英昭病院事業経営課長 県立病院では沖縄県

立病院計画を立てておりますが、県立病院が今後も

地域において必要な医療を適切かつ安定的に提供し

ていくため、経常収支の黒字確保、投資資金の確保、

手元流動性の確保を３つの基本目標として、これを

達成するように経営に取り組むこととしております。

経常収支の黒字確保については、経常収支の黒字を

確保することは医療の安定的提供、施設医療機器等

に係る設備投資及び健全な病院経営を維持するため

の基本的な事項であることから、これを基本目標と

して設定しております。投資資金の確保については、

地域において必要な医療を適切かつ安定的に提供し

ていくためには施設医療機器の整備に係る設備投資

は不可欠となります。その設備投資を継続して行う

ために、安定した経営基盤の構築に取り組み、十分

な資金を確保することが必要になると考えておりま

す。そのため、設備投資に係る資本的収支の収支均

衡に必要な資金を収益的収支で確保する必要がある

ことから、これを基本目標として設定しております。

次に、手元流動性の確保については、県立病院は

地方公営企業として独立採算で経営していることか

ら、発生する資金需要に対応するために必要な現金

を確保しておかなければなりません。そのため、手

元資金として年間事業費用の１カ月分以上の現金を

常時確保することを基本目標としているところでご

ざいます。

○平良昭一委員 現在の見直し作業はどのような観

点で見直ししているかを聞いているのです。

○山城英昭病院事業経営課長 現在までに、例えば

労働基準監督署の是正勧告、それから社会保障費の

増、それから消費税の今後の増、一番大きいもので

すと会計年度任用職員の制度導入等が今後は出てく

るところでございます。外部的要因も含めまして、

費用の増等に対応するためにも経営改善に対して計

画の見直しが必要なので実施しているところでござ

います。

○平良昭一委員 この３つの目標は、たしか監査か

らの指摘ですよね。それは重々理解していると思う

のですが、指摘をされている中で今挙げた中では計

画の変更も伴わないといけないという認識でいいの

ですか。消費税は今後も出てくるはずですが、そう

いう認識でいいのか。

○山城英昭病院事業経営課長 先ほども申し上げま

したように、さまざまな新たな経営計画を策定した

ときには生じていなかった事柄が多数出てきている

ところでございます。その事象に対応するためには、

やはり経営計画を見直して適切に対応していくこと

が必要なので、見直しの作業をしているところでご

ざいます。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、新垣委員から質疑時間５分間を

照屋委員に譲渡したいとの申し出があっ

た。）

○狩俣信子委員長 再開いたします。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 県立病院、県民の命を守るとりで

ということで頑張っていらっしゃいますが、一般会

計からの繰り入れについてお尋ねします。経常収益

に対する繰入金でも、平成28年以降の額も含めて全

国との関係でもお尋ねします。

○山城英昭病院事業経営課長 平成31年度当初予算

案に係る地方公営企業法の規定に基づく一般会計繰

入金は79億6514万2000円であり、前年度と比べて５億

8783万6000円の増となっております。繰入金につい

ては、救急医療などの政策医療及び不採算医療の収

支不足を補塡する形で繰り入れられているところで

ございます。また、離島医療については宮古病院、

八重山病院、それから10カ所の附属診療所において

医療を提供しており、この医療提供に要する経費の

うち、地方公営企業に規定される経費について、総

務省繰出基準に基づき繰り入れが行われているほか、

宮古病院及び八重山病院においては、人件費の増嵩

費について離島増嵩費として沖縄県独自の繰り入れ

が行われているところでございます。御質疑の全国

との比較については、全国平均の繰入金に対する経

常収益の割合は、全国平均平成28年度決算によりま

すと、その割合が16％となっております。今回の平

成31年度予算における経常収益に対する繰入金の割

合は、11.9％になっております。

○西銘純恵委員 繰り入れについて説明されたので

すが、救急医療が収支不足に対してとおっしゃった

のですが、救急医療は別ではないですか。係る経費

を全て繰り入れということで、これはほかの繰り入

れとは違うのではないですか。

○山城英昭病院事業経営課長 総務省の繰出基準で

は、救急医療の確保に要する経費として医療行為に

対する診療報酬の収益を伴わない医師等の待機や空

床確保経費等を繰り出しの対象としているというこ

とで、総務省では確認しているところでございます。
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本県におきましては、救急診療に従事する医師等の

人件費を含め、救急医療全般に係る経費を費用とし

て捉えており、救急医療の確保の経費というよりも

広く救急医療全般を対象とした経費から救急医療の

提供により得られた診療報酬等を控除した額を繰入

金として算定しているところでございます。

○西銘純恵委員 経常収益に対する繰り入れの割合、

平成28年度16％、平成31年度―新年度は11.9％と先

ほど答弁がありましたが、同じ平成28年度の決算と

比較した割合はいかがでしょうか。

○山城英昭病院事業経営課長 平成28年度の沖縄県

の決算との御質疑でございますが、地方公営企業年

鑑によりますとその割合では９％になっております。

○西銘純恵委員 平成31年度は言いましたので、平

成29年度と平成30年度の割合はどれだけですか。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度の割合に

関しましては10.3％、平成30年度の割合では10.7％

でございます。

○西銘純恵委員 経常収益に対する繰り入れの割合

は沖縄県は低いと。では、全国並みにやったら平成

28年度から平成31年度は実際はどれだけの差が出ま

すか。各年度をお願いします。

○山城英昭病院事業経営課長 まず、平成28年度決

算ですと約36億9000万円、平成29年度ですと30億

3000万円、平成30年度ですと31億1000万円、平成31年

度ですと24億5000万円でございます。

○西銘純恵委員 なぜこれを出してもらったかとい

いますと、沖縄県の繰り入れは全国と比べて妥当か

どうかをぜひ皆さんにも聞いてもらいたかったと思

います。１床当たりの繰入金について、沖縄県と全

国の平均と、平成28年から新年度予算までをお願い

いたします。

○山城英昭病院事業経営課長 平成28年度決算にお

きましては299万2000円です。平成29年度が302万

1000円、平成30年度が377万円。平成31年度が398万

5000円になっているところでございます。

○西銘純恵委員 平成29年度は間違えています。

320万1000円ですよね。

平成28年度の全国の１床当たりの繰り入れは幾ら

ですか。

○山城英昭病院事業経営課長 申しわけございませ

ん。

全国平均、平成28年度決算におきましては505万

8000円になっております。

○西銘純恵委員 沖縄県が頑張って経営努力をする

と現場の皆さんは一生懸命やっているかもしれない

が、全国と比べて一般会計からの繰り入れが、県民

の医療を守る意味では、全国に比べてまだ低い数字

が出たと思います。平成28年度でしたら、１床当た

り約200万円違います。2000床を掛けたら40億円にな

ります。新年度でも今度、79億円をやったが、それ

でも１床当たり100万円違うわけです。それと、経常

収益に対する全国との比較でも実際に全国と同じよ

うに16％の繰り入れをしたら４年間で合計120億円足

りなかったことを見てもらいたいと思います。これ

に対して一般会計からの繰り入れをもっと思い切っ

てやってもらう以外、先ほど言った新たな課題が出

てきたものに対してどうするのか。本当に先が見え

ないのではないかと思うのですが、この繰り入れに

関する考え方を全国並みに持っていくことが今問わ

れているのではないかと思いますが、病院事業局長、

いかがでしょうか。

○我那覇仁病院事業局長 これまで西銘委員からは、

沖縄県の１床当たりの繰入金が全国に比べて少ない

と御指摘は伺っています。私もやはり繰入金に関し

ては着任以来、基本的には総務部と担当が何度も何

度も交渉をやってまいりました。その中で、確かに

沖縄県は１床の中にある程度、一般病床も入ってい

るのではないか。その分母が大きくなるから低く見

られていることも一つの理由ではあると思います。

しかしながら、繰入金の基準内ということはある程

度、総務省から出ておりますが、我々としては沖縄

県にこれだけ不採算部門がある中で、今後も総務部

と増額するように努めてまいりたいと思います。事

実、昨年度は73億7000万円から実際は６億円は例の

労働基準監督署の指摘で引かれているわけですから、

実際的には67億円ですよね。ことしはそれがなくて

79億6000万円と、我々もその意味では繰入金の増額

を今後も総務部としっかり検討していきたいと思い

ます。

○西銘純恵委員 ずっとふやす努力をされてきたと。

今年度、繰り入れがふえているが、それでも差額を

見たら全国並みにすれば６カ所の病院長がいらっ

しゃいますよね。大体24億円、30億円という、それ

だけのものを１つの病院でやれば５億円、６億円が

来るわけです。病院長の皆さん、一般会計からの繰

り入れに対して、病院事業局長も頑張っているとおっ

しゃったが、現場の皆さんは全国と比べてどのよう

な思いですか。今でも１つの病院それぞれが五、六

億円も違うということです。どなたか意見があった

らよろしくお願いします。

○本竹秀光中部病院長 全国自治体病院協議会の沖
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縄県の支部長もしております。今、全国自治体病院

の９割が赤字病院です。繰り入れを入れても６割が

赤字です。その辺で恐らく市町村によって繰り入れ

の額が全然違うと思います。先ほどの北部の統合の

問題もあったのですが、現場では投資ができていな

い。例えば外科では手術支援ロボット―ダビンチの

ような機器も入れていかないと若い先生方がなかな

か残ってくれない現状がいっぱいあります。何か機

会があったらお話ししようと思ったのです。魅力あ

る病院にするためには、そのようなハードの整備が

必ず必要になります。沖縄県は後期研修医が去年よ

り20人ぐらい減りました。次年度も減る可能性があ

ります。なぜかというと、いろいろな要素がありま

すが、例えば県立病院は、繰入金の問題もあって最

近は投資をなかなかしてもらえません。佐久本院長

もおられますが、私たちの非常に大きな悩みではあ

るのです。それらを入れてくれないと若い先生方を

キープできませんので、今、我那覇病院事業局長が

頑張ってふやしてもらっているのですが、私たちは

まだまだ必要だと思っています。

○西銘純恵委員 最後に、政府に対して公立病院は

今、協議会もあると言ったのですが、要望として公

費負担も出しているのではないかと思うのですがど

うでしょうか。

○大城清二病院事業総務課長 委員から御質疑がご

ざいましたが、平成30年11月に全国自治体病院協議

会と10団体で国及び関係機関に対し、医師の働き方、

医療機関に対する消費税制度の改善及び財政措置等

13事項について要望を行いました。財政措置等につ

いては、病院事業に係る地方交付税措置を見直す場

合においては、自治体病院の運営に支障を来すこと

のないように配慮すること等について要望をいたし

たところでございます。病院事業局としましては、

全国自治体病院協議会を通して、要望した事項につ

いて国に早期に取り組んでいただけるよう、その動

向を注視していきたいと考えております。

○西銘純恵委員 沖縄だけではなく全国の自治体病

院が９割赤字ということで、本当に公費が入らない

と命を守ることができないところでは共通している

と思いますから、その辺にぜひ力を入れていただき

たい。私どもも力を合わせたいと思います。

病院関係は終わって、保健医療部にお願いします。

最初に国民健康保険について、18歳未満の国民健康

保険証の交付状況、未到達はどうなっているのか。

○名城政広国民健康保険課長 18歳以下の国民健康

保険の被保険者に対する被保険者証の交付状況につ

きましては、市町村に照会しましたところ、平成30年

７月末現在で21市町村において341人が未到達となっ

ております。このうち、郵送や電話、訪問などを行っ

てもなお到達していない者が327人となっておりまし

て、残る５市町村において14人が市町村窓口でのと

め置きとなっております。平成22年の法改正により、

18歳以下の被保険者に対する資格証明書の交付は廃

止され、短期被保険者証を交付することとされてお

ります。県としましては、被保険者証が確実に到達

するよう引き続き市町村に対して助言を行っていき

たいと考えております。

○西銘純恵委員 未交付、未到達自体、その子供た

ちが危険な状況にあるかもしれないと推測されるの

ではないでしょうか。だからこそ１人でも届けるこ

とはとても大事だと思うのです。医療を受けられな

いことも含めて児童虐待や子供の不登校とも絡むが

大局的に見て１人でも届けていくことをぜひ県とし

ても追求していただきたいと思います。

もう一つ、国民健康保険については、今、市町村

で都道府県化されて保険料の引き上げの動きがいろ

いろとあるわけです。国民健康保険については乳幼

児からかけられる均等割がほかの保険ではないわけ

です。均等割、平等割もあるのですが、高過ぎて今

でも払えない人に対して、短期証や資格証、差し押

さえはどうなっているのか。ふえているのか、減っ

ているのか。

○名城政広国民健康保険課長 平成30年６月末現在

における滞納世帯は３万4997世帯。加入世帯に占め

る割合は14.7％で、短期被保険者証交付世帯は１万

5748世帯、資格証明書交付世帯は582世帯となってお

ります。差し押さえ世帯につきましては、平成29年

度で延べ4444世帯となっております。推移につきま

しては、過去５年で見ますと、おおむね減少傾向に

ございます。

○西銘純恵委員 資格証が500世帯あると。資格証は

病院に行ってどういう扱いを受けますか。県立病院

長もいらっしゃるが、資格証を持っている方が病院

に来られた事例はありますでしょうか。これは10割

負担で実際は大変な状況になるのではないかと思う

のですが、どうですか。

○名城政広国民健康保険課長 資格証の場合ですと、

病院で診療を受けた場合に10割を支払うことになり

ます。

○西銘純恵委員 県立病院は民間病院と違って駆け

込みで行けるわけです。お金のない皆さんが行くわ

けです。資格証を持って民間病院に行ったら、保証
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人は誰かと窓口で返されることもありますから、そ

ういう意味でも実態は県立病院で出ていると思って

お尋ねしたのです。資格証を出すことも問題がある

し、やはり高過ぎるものに対して引き下げることが

大事ではないかと思うのです。

１つお尋ねします。均等割を廃止するために県が

市町村に繰り入れをするような考えはいかがでしょ

うか。国に対しても廃止して公費でやっていますが、

考え方としていかがでしょうか。

○名城政広国民健康保険課長 その前に先ほどの御

質疑で１点訂正させてください。資格証の場合です

と、まず窓口で10割全額を支払うことになるのです

が、７割保険料負担分については後で償還となりま

す。

ただいまの御質疑については、子供の均等割につ

きましては、全国知事会でこちらの軽減等について

要望しているところでありまして、沖縄県としまし

ても全国知事会等のいろいろな機会を通して要望し

ていきたいと考えております。

○砂川靖保健医療部長 均等割は法律上、廃止する

ことはできないわけです。今、課長もおっしゃった

ように、その軽減について導入するように要請して

いるわけです。県が出せばいいのではというお話が

ありますが、県が負担すると、結局、県民が負担す

ることになります。そうすると、我々が何のために

国に要請しているのか。我々が全国知事会を通して

要請している部分と、県独自、市町村と連携して要

請している部分と２つあるわけです。この趣旨も没

却させることになるので、沖縄県の経済空間でお金

を回すのではなくて、全国と連携して国の支援を受

ける部分もあるし、沖縄独自の支援も要請すると、

その方向で我々は対応していきたいと思っています。

○西銘純恵委員 北部基幹病院構想について、沖縄

県地域医療構想における基幹病院構想をお尋ねしま

す。

○諸見里真医療政策課長 地域医療構想は平成29年

３月に策定しておりますが、その中で北部地域圏域

の北部基幹病院について記載しているところがござ

います。そこを少し読み上げさせていただきます。

北部圏域の急性期医療における医師不足及び患者

流出などの課題の解決を図り、充実して安定した医

療提供体制を構築するためには医師が魅力を感じる

医療機能を備えた病院を整備する必要があること。

しかしながら、同圏域は病床過剰地域のため、急性

期病院の増床により医療機能の充実を図ることは困

難な状況であること。北部圏域の急性期医療の充実

及び安定化を図る観点から、また、地方公営企業と

いう病院事業の現行の経営形態を維持することを前

提として、県立北部病院と北部地区医師会病院の統

合問題の検討プロセスにより両統合の是非について

検討を行うことと記述しております。

○西銘純恵委員 病床は足りていると。先ほど言っ

たすみ分けが検討される。そして県立病院の形態を

維持することが。この構想はどれだけの期間をかけ

てどのような皆さんが策定をされたのですか。

○諸見里真医療政策課長 策定経緯につきましては、

平成29年３月に策定しておりますが、国から全国で

策定するような形で通知が来ておりますので、本県

では２年ぐらいかけて有識者を交えて議論をしてき

ているところでございます。

○西銘純恵委員 ２年かけて県立病院の経営形態を

維持すると。これが今ある構想ですよね。県立病院

ではなくて、指定管理者が北部の病院になれば医師

の確保ができる根拠についてお尋ねします。

○諸見里真医療政策課長 北部圏域の問題は、人口

約10万人の医療圏に同規模の急性期病院が２つある

ことによって深刻な医師不足、医療資源や患者の分

散、患者の流出などの医療提供体制が非効率になっ

ていることがございます。よって北部圏域における

医師確保を図るためには、県立北部病院と北部地区

医師会病院を統合し、基幹病院を整備する必要があ

ると考えているところです。

○西銘純恵委員 産婦人科医師の確保が北部の皆さ

んからはとりわけ声が出て、この２次医療圏を担う

県立病院を抜本的に強化してほしいというものがそ

もそもの発端だったと思うのです。医師確保につい

て先ほどもありましたが、新たな経営形態を検討さ

れる中で、県立病院と新たな病院を比較されていま

すが、医師確保はどういう検討をなされましたか。

○砂川靖保健医療部長 経営システム全般を検討す

るときに、論点の一つとして経営システムの違いに

よって医師確保がどうなるかを検証したということ

でございます。

○西銘純恵委員 ５つぐらいやったと思うのですが、

その内容を答えてください。

○大城博医療企画統括監 協議会で説明しました資

料の中で、経営システムと医師確保というタイトル

の部分がございまして、そこでは琉球大学地域枠医

師の派遣、それから医師派遣推進事業の派遣、医学

臨床研修事業の派遣、県立病院医師派遣補助事業の

派遣、それから県立病院間の人事異動による確保の

５点を対象に検証を行いました。その違いは、確認



－328－

しますと、まず、地域枠医師の派遣、それから医師

派遣推進事業による医師の派遣については、どのよ

うな経営システムを採用したとしても影響はないと

の結論になりました。一方、医学臨床研修事業、そ

れから県立病院医師派遣補助事業、県立病院間の人

事異動は、基幹病院が県立病院でなければ医師の派

遣を行うことができないとの結論になっております。

○西銘純恵委員 あと２つ。５つやりましたでしょ

う。今は３つです。

○大城博医療企画統括監 ３つ目の事業が医学臨床

研修事業でございます。論点の４つ目が県立病院医

師派遣補助事業でございます。５つ目が県立病院間

の医師の確保。この３つに関しましては、県立病院

でなければなかなか活用することはできないという

結論で整理しております。

○西銘純恵委員 今ある沖縄県が持っている５つの

医師派遣事業は、県立病院はみんな使えている。で

もそうでなければ、あとの３つは使えないことは明

確に出されているわけですよね。北部の皆さんは、

県立病院ではない、新たな病院ができたら医者が来

るとの思い込みも広まっていると思うのです。違い

ますよ。県立病院でなければ医師確保も難しいこと

は明確にされて、県立病院を維持する立場で、たた

き台を投げたと言っていますが、地域医療構想も２年

間かけて議論をした沖縄県の医療をどうするかとい

う大事な専門家の皆さんの意見も聞いてつくられて

いるわけです。そこに立ち返ってしっかりやってい

ただきたいと思います。いかがですか。

○砂川靖保健医療部長 先ほど論点として５つの事

業がございましたが、このうち全く不可能なものは

最後の人事異動による医師の確保です。３番目の医

学臨床研修事業は保健医療部が委託している事業で

ございまして、委託の仕方によっては可能性も変わっ

てくる。それから４つ目の県立病院医師派遣補助事

業は一括交付金を活用した事業でございまして、県

外から医師を呼んできているわけです。これは同様

の事業を一般会計でつくることもできるので、県立

病院でないと完全に不可能な場合は、人事異動によ

る医師の確保の場合だろうと思っております。先ほ

ど比嘉委員からも３つの課題がございましたよねと、

これまでどのようにしてきたのですかという御質疑

がございました。そのうち、３つ目の進学を望む子

供の教育環境の整備は、現在も作業が進捗している

とは思っておりませんが、１つ目のキャリア形成の

場や、あるいは診療体制を維持するために必要な医

師数の問題は、２つの病院を統合してやらないと解

決できない問題だと思っているわけです。我々は基

本合意書案そのものが医師を確保する根拠になると

はさらさら思っておりません。ただ、今の北部の問

題は、北部圏域に２つの急性期病院が存在している

ことで、それを解消しない限り今の医師不足の現状

はなかなか改善できないと思っております。それが

ありますので、我々は公約、方針を踏まえて統合に

向けた協議を進めているところでございますので、

ぜひ御理解いただきたいと思います。

○西銘純恵委員 県立病院を維持して統合するとい

う観点ですよね。なぜならば特別に別の病院をつく

るときに、ほかの民間病院とは違って北部だけ医師

確保も優遇するのか、北部だけ12市町村が負担する

のか、さまざまな困難なものが露呈してきています。

ですから、県立病院は堅持されて頑張っていただき

たい。

○狩俣信子委員長 金城泰邦委員。

○金城泰邦委員 保健医療部に何点か伺いたいと思

います。平成31年度歳出予算事項別積算内訳書をも

とに聞かせていただきますが、36ページから、精神

障害者の医療及び保健事業に要する経費の中で、精

神医療事業費ということで12億9900万円余りが盛り

込まれています。精神医療につきましては、医療機

関の数及び医師の数はどのぐらいあるのかと考えて

いまして、１人当たりどれぐらいの患者を診ている

のか。沖縄県の場合はほかの都道府県と比較して精

神的な障害等を持っている方は多いのか、多くない

のかを伺わせていただきたいのですがお願いできま

すでしょうか。

○山川宗貞地域保健課長 沖縄県内の医療機関の数

に関しましては、病院が25、診療所が52、平成29年

５月現在となっております。続いて、精神科医の数

としましては、平成26年度に調査を行っておりまし

て、県内には256人の精神科医がおります。全国と比

較するためには、人口10万人当たりでは18.0％、全

国は12.0％になっております。精神科医の数は人口

当たりにすると少し多いと考えております。精神科

医１人当たりの受け持ち患者の数に関しては、実際

には調査データがないため不明なのですが、その代

替として平成26年度に調査されました精神及び行動

の障害での人口10万人当たりの受療率は、入院が県

内では329人、全国は209人となっております。外来

は、県内が239人で、全国が203人とどちらも全国よ

り多い状況となっております。

○金城泰邦委員 同じ欄で、今度は８番の精神障害

者自立支援医療費、74億6700万円余りが盛り込まれ
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ております。この自立支援医療に関して数値でもし

示すことができればお願いしたいと思います。

○山川宗貞地域保健課長 精神障害者自立支援医療

に関しましては、障害者の日常生活や社会生活を総

合的に支援するための法律第58条の規定に基づいて、

精神障害者の早期治療や社会復帰及び健康の保持・

増進を図るため、通院医療費の一部を公費で負担す

る事業となっております。実際に平成29年度のレセ

プトの支払い件数では、65万7585件が１年間の総数

になっております。

○金城泰邦委員 先ほどの患者数からも沖縄県の場

合は少し多いのかなと。その意味からも医療につい

ては額が大きくなっていると理解をいたしておりま

す。

同じく55ページ、こども医療費助成事業でござい

ます。会派の代表質問でも質問させていただいてお

りますとおり、年齢が今は小学校就学前になってお

ります。年齢の引き上げの部分については要望もあ

ろうかと思いますが、皆さんの方針について御答弁

をいただけますでしょうか。

○長嶺祥保健医療総務課長 こども医療費助成事業

における対象年齢の拡大につきましては、中学校卒

業までの拡大に向けて市町村との協議を行っている

ところであります。

○金城泰邦委員 市町村によっては年齢基準が結構

まちまちだったりします。名護市などでは中学校卒

業まで無料にしている地域もありますし、就学前の

状況のまま県の基準どおりやっている市町村もある

かと思いますので、市町村としっかり協議を進めて

いただきますようお願いいたします。

質疑は変わりますが、同じく66ページの栄養実態

調査費の取り組みについて教えていただきたいと

思っています。沖縄県として栄養実態はどうなって

いるのか、他府県との比較、あるいは沖縄県の課題

等があれば教えていただきたいと思います。

○宮里治健康長寿課長 栄養実態調査費の事業概要

は、栄養調査費については２つの事業で構成されて

おります。まず１つ目が国民栄養調査事業費です。

厚生労働省が毎年実施している身体状況や栄養摂取

状況、生活習慣についての全国調査となっておりま

して、各都道府県に委託されて実施されているとこ

ろであります。国が指定しました特定の地域が対象

となりまして、平成31年度につきましては、県内の

３地区で実施予定になっております。もう一つ、県

民健康栄養調査事業費につきましては、主として５年

ごとの県民健康栄養調査がありまして、県内の実態

を把握するための調査でございます。それと、２つ

目には調査結果を踏まえた食生活改善事業として、

体験型の栄養教育やリーフレットの発行等を行った

バランスのとれた食生活への普及啓発等を行ってい

るところでございます。５年ごとの県民健康栄養調

査で沖縄県の実態を把握するようにしておりますが、

その状況はまず沖縄県の特徴としまして、全国と比

べますといい面としては食塩摂取量が少ないデータ

が出ております。悪い面としては野菜摂取量が全国

と比べて少ない状況があります。やはり全エネルギー

に占める脂肪のとり過ぎの状況にあること。４つ目

には、生活習慣病のリスクを高める量の飲酒者が多

い状況が挙げられるところでございます。

○金城泰邦委員 塩分や野菜は比較的少なめであり

ますが、脂肪分はとり過ぎ、飲酒もありましたが、

その実態を受けての皆様として取り組みがあれば教

えていただけますか。

○宮里治健康長寿課長 御説明しました食生活に関

する課題がございます。その課題を踏まえまして、

バランスのよい食生活を促す必要があることと、適

正飲酒の普及啓発に取り組んでいるところでござい

ます。具体的には、食生活の面では体験型の栄養教

育システムがございます。食育ＳＡＴシステムを活

用しまして栄養価計算や食事バランスのチェック等

を行って適正な食生活に資する取り組みをしている

ところでございます。また、食育イベントにおいて

は、例えば１日の野菜摂取目標量が350グラムありま

すが、その350グラムの計量の体験をイベントで行っ

たり、油控え目野菜たっぷりレシピを作成し、配布

しているところでございます。また飲酒に関しては、

適正飲酒の周知広報に取り組むとともに、節酒カレ

ンダーアプリを作成しまして、その普及にも取り組

んでいるところでございます。

○金城泰邦委員 保健医療部の県のホームページな

どを見ていきますと、沖縄県の場合は死亡者数の数

値が80歳以上の高齢者は47都道府県で47位と、全国

で最も低い死亡率として示されております。一方で、

35歳から64歳は男女ともに全国でも高い死亡率と

なっている。現役世代の死亡率が全国でも最も高い

状況はいろいろな意味で沖縄県の将来に向けても、

これから高齢化社会が進んでいく上で改善していな

ければいけない部分ではあると思っておりますし、

栄養のとり方等についても皆さんに取り組みをしっ

かりやっていただきたいと思います。先ほど栄養に

関するシステムもやっているということで、子供た

ちにも栄養に関する学ぶ場を持っていってほしい。
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所管は違うのですが、沖縄県の場合は離島県でも

あります。離島から来る高校生の寮があります。南

灯寮だったり、離島にも学生寮があります。そういっ

た寮に住んでいる子供たちの食生活を危惧する親の

声もありまして、スナック菓子に偏ってしまったり、

栄養の考え方の部分も所管を横断しながら、皆さん

の所管であります栄養に関する取り組みは、県とし

てもしっかりと連携して取り組んでいただきたいと

思います。

質疑が変わります。同じく76ページの難病患者人

工呼吸器用外部バッテリー等貸与事業であります。

これは県内での対象者は何人ぐらいいらっしゃるの

か示していただけますか。

○山川宗貞地域保健課長 難病患者人工呼吸器用外

部バッテリー等貸与事業では、在宅で療養する人工

呼吸器装着の難病患者に対して人工呼吸器用の外部

バッテリーを貸与するための購入費助成を行ってお

ります。県が平成29年度に指定難病システムで確認

しましたところ、在宅で人工呼吸器を装着している

方は69人となっております。

○金城泰邦委員 その69人の方々が貸与を受けられ

る状況にあるのか御説明をお願いします。

○山川宗貞地域保健課長 そのとおりでございます。

実際には当該事業は平成24年度から実施しているの

ですが、平成29年度までに55人の方にバッテリーを

貸与しております。平成20年度が42人と一番多くて、

直近、平成29年度は４人となっております。

○金城泰邦委員 今後もぜひ推進していただいて、

対象となる方が全員、バッテリー等で困らないよう

な環境づくりをやっていただきたいと思います。

質疑が変わりますが、同じく134ページの救急医療

体制確保の取り組みの中で、災害医療対策事業が９番

目にあります。この事業内容について説明をお願い

いたします。

○諸見里真医療政策課長 災害医療対策事業は、災

害時の医療提供体制を確保するために取り組んでい

る事業でございます。主な内容としましては２点ご

ざいます。１点目は、災害拠点病院や救命救急セン

ターが衛星電話、災害用テント、防護服や除染テン

トなどの設備を購入する際の費用に対する補助でご

ざいます。２点目が、ＤＭＡＴインストラクター―

災害業務に携わる資格の取得のための研修に医療従

事者が県外に参加する際の旅費を助成しております。

○金城泰邦委員 災害派遣医療チーム―ＤＭＡＴ及

び災害派遣福祉チーム―ＤＷＡＴは非常に大事な取

り組みでありますので、しっかりと推進していただ

きたいと思います。

もう一つ、先ほど来ずっと地域医療ということで

いろいろな質疑等が交わされております。保健医療

部の作成している資料によりますと、２次医療圏に

おいては、北部地域は442床多い状況、八重山では61

床多い状況である。八重山は新八重山病院ができる

ことでそれでしっかりと内容を高めていける取り組

みと。北部については442床多いが、今後、基幹病院

の取り組みでその解消できるのか。医師不足とは言

いながらも病床が多い状況について、私も理解がま

だ浅いものですから、もしよろしければ御説明いた

だければありがたいです。

○諸見里真医療政策課長 病床の関係ですが、まず

１点目は現状でございます。医療計画を昨年３月に

策定しておりますが、その中では既存の医療機関と

上限基準病床という上限が各圏域にあります。今５圏

域とも既存病床数が基準を超えて過剰になっていま

すので、原則、病床がつくれない状況でございます。

ただ、先ほど来、出ている地域医療構想は団塊の世

代が2025年に後期高齢者になるので、特に沖縄県の

場合は人口も伸びます。また高齢者がふえます。そ

ういうことで現状の医療提供体制ではなくて、2025年

に向けた高齢者に対応できるように、具体的に言う

と機能では回復期をふやしていく体制に整えていか

ないといけない。それに向けて各圏域でクリニック

も含めて病床を持っている医療機関に来ていただき

まして、年に二、三回の協議をして機能転換を含め

た話を進めているところであります。病床につきま

しては、推計人口では、将来、沖縄県は伸びていく

状況でございますので、今後、基準病床上限も人口

の伸びに応じて上がっていく状況が考えられます。

○金城泰邦委員 皆さんの資料からすれば、2025年

の推計値としての必要な病床数が、北部地域では

498床減るだろうと、中部地域では772床ふえるだろ

うと、南部地域では921床ふえるだろうと、宮古は

389床、八重山は73床減るだろうとの推計を立ててい

るようでございます。2025年を見据えた取り組みと

いうことで手を打たれているようですが、もしそれ

について御説明ができるのであればお願いいたしま

す。

○諸見里真医療政策課長 まさしく２年目を迎えて

いますが、構想をつくって１年目は、地域に構想と

はどういうものかを１年間かけてじっくり周知をか

けました。ことし平成30年、各論に入って議論して

おります。各医療機関の病床、特に中南部が将来、

病床が必要になってくる。その中でも回復期が足り
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ない。では、それをどう確保するかの話し合いを中

南部、これから３月にも３回目を開くところですが、

各圏域は大体年間二、三回ぐらい会議を続けており

ます。先ほど部長からもありましたが、この中で具

体的に慢性期から回復期、急性期から回復期の転換

を図っていく。また、今後予定している医療機関も

多く出てきております。ただまだまだ数が足りませ

んので、2025年に向けて転換を速やかにできるよう、

鋭意協議を続けている状況でございます。

○金城泰邦委員 これから迎えるであろう高齢化社

会に向けての取り組みは今からしっかりと準備をし

ていただきたいと思います。

以上で、質疑を終わります。

○狩俣信子委員長 末松文信委員。

○末松文信委員 私の場合は、資料３の４、平成31年

度当初予算案の概要（部局別）に基づいてお願いし

たいと思います。11ページ、保健医療部関係の中で

は、県立病院繰出金は、ほかの委員からもありまし

たが、79億6514万2000円の内訳を病院ごとにお願い

したいと思います。

○山城英昭病院事業経営課長 平成31年度当初予算

における一般会計からの繰入金につきましては、病

院事業局全体で79億6514万2000円となっております。

病院ごとにつきましては、北部病院８億1766万

3000円、中部病院21億7322万3000円、南部医療セン

ター・こども医療センター16億7523万4000円、宮古

病院９億 8750万 1000円、八重山病院 12億 6999万

3000円、精和病院７億4780万7000円、本庁機関２億

9372万1000円となっております。

○末松文信委員 次に移ります。各委員からもいろ

いろ御質疑がありましたが、北部における医療環境

の整備ということで、基幹病院の整備促進という立

場から御質疑させていただきたいと思います。この

間、基幹病院の基本的枠組みに関する協議会は最終

的に何回開催されましたか。

○諸見里真医療政策課長 昨年１月に第１回を開催

しております。それ以降、ことしの１月末までで６回

開催しているところでございます。

○末松文信委員 この間、北部地域の医療をどうす

ればいいかと真剣にいろいろ御議論いただいて、今

はやっとたたき台が出てきて、それについて御議論

が進められています。その中でも北部地区医師会病

院と県立北部病院の統合が基本になっているようで

あります。そこまで行き着くにも相当な議論が重ね

られてきたと思いますが、課題がいろいろ整理され

て、その課題について市町村、あるいは北部地区医

師会病院、あるいは職員等々との調整が図られてい

ると思います。この間の合意形成の状況ですが、ま

ず市町村との合意形成の中身について、どの程度進

んでいるのかお願いしたいと思います。

○砂川靖保健医療部長 市町村との合意形成が最終

的に調っているわけではございません。５回目のと

きに出た案を皆さんが持ち帰って、これでいいのか

どうかを詰めている段階でございます。

○末松文信委員 その中でも特にこれがネックにな

りそうだという議論はありますか。

○砂川靖保健医療部長 市町村の場合は特に財政負

担が大きな懸念材料になっていると理解しておりま

す。

○末松文信委員 部長は先ほどの私の代表質問に、

市町村の負担については一定の範囲内でという答弁

がありましたが、この一定の範囲内とはどういうこ

とを指しているのか説明をお願いしたいと思います。

○砂川靖保健医療部長 一定の範囲内とは、具体的

には今後立ち上げる協議会で決める話ですが、その

歯どめみたいな位置づけで、まず整備費用について

の市町村の負担は、市町村の一般財源に影響を与え

ない方法で行うことが１つ。それから運営費につい

ては、設置主体になることによって、その分の地方

交付税の措置が出てきますので、地方交付税相当額

の範囲内にしようと定めたところでございます。

○末松文信委員 今の説明からすると、市町村にお

いて直接的に負担することはないと考えてよろしい

ですか。

○砂川靖保健医療部長 仕組みをつくることや財団

をつくる場合の出捐は、一時的には別途新たな負担

になるかと思いますが、例えば運営費、それから整

備費用についてはふえる分での負担ですので、今の

一般財源の状況には影響を与えないような整理にし

ています。

○末松文信委員 ぜひその方向でお願いしたいと思

います。

それから休診をしたり、あるいは科目をなくした

りといろいろあるのですが、北部地域の住民にとっ

て大変重要なことでありますから、この基幹病院そ

のものがニーズに対応できるような内容になってい

るのかどうかについて御説明いただきたいと思いま

す。

○砂川靖保健医療部長 診療科目については極めて

専門的なことでございますので、具体的にどうする

かは、今後整備する協議会の中で専門家が決めてい

くことになります。基本的に今、両病院が担ってい
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る診療科も削減する予定はございません。市町村の

救命救急科なども拡充していく方向でたたき台のと

ころではつくっておりまして、これをベースにして

具体的に詰めていくことになると考えております。

○末松文信委員 これから整備に向けて一番大事な

ことはその中身だと思いますので、このことについ

て、今後しっかり協議会の中でも御議論いただいて、

これ以上、北部地域の医療環境を落とすことがない

ようにぜひお願いしたいと思っております。

それから次に、この病院を設置するに当たって、

いずれにしても国の機関の応援をいただかなければ

ならないと考えておりますが、北部市町村等々の合

意形成を図る中で並行的に国との調整もやっている

のかどうかをお尋ねします。

○砂川靖保健医療部長 国も支援を検討したいと、

それから我々も国の支援を仰ぎたいと考えておりま

すので、２月上旬ごろに私が上京しまして内閣府の

政策統括官（沖縄政策担当）、沖縄振興局長とお会い

してきました。そこで何かが決まったわけではござ

いませんが、今後、国としてもどのような支援がで

きるのか検討する必要があると。我々も国には、で

きた後に効率的な運営をするためには、整備をする

ときになるべく企業債の借り入れを少なくする必要

があることを説明しまして、そのための負担軽減を

図る必要があるということです。では、今後どういっ

たことが考えられるのか、できるのか、検討する必

要があるのでお互いに情報交換を密にする方向で話

を進めているところでございます。

○末松文信委員 今後、具体的に支援する内容も見

えてくると思うのですが、今の状況の中で、例えば

220億円ぐらいかかると言われている予算について、

どういう御支援がいただけるのか、この辺の調整も

やったことはありますか。

○砂川靖保健医療部長 具体的な調整はこれからで

ございます。

○末松文信委員 これだけの事業を進めるためには、

国の支援がどうしても必要だと思いますので、これ

からも国との話し合いをしっかりやっていただいて、

最後までなし遂げるようにお願いしたいと思ってい

ます。

次に、今いろいろ協議が進められています。第６回

と言いましたが、あと何回ぐらいで終結しそうです

か。

○砂川靖保健医療部長 基本的な枠組みについては

ある程度かかると思っています。ただ並行して、こ

れが終わったら終わりではなくて、あくまで今やっ

ていることは基本的な枠組みで、もっと具体的な事

務方レベルの協議をする必要があるわけです。例え

ば建設予定地はどこにするのか、平米当たりの単価

は幾らにするのか、診療科目はどうするのかなど、

身分取り扱いを含めて決めることがたくさんありま

すので、そのための実務者レベルの協議会も開催し

ていく必要があると。向こう１年はそのような作業

に没頭されるだろうと思っております。

○末松文信委員 地域住民が一番期待している部分

はいつできるのかですので、開院する時期のめどは

立ちませんか。

○砂川靖保健医療部長 宮古・八重山は、作成から

五、六年かかっていると思います。我々は今から構

想に着手する段階でございますので、大変申しわけ

ないですが、時期については、今の段階では御勘弁

願いたいと思っております。

○末松文信委員 我々は北部も全面的に協力したい

と思っておりますので、北部の地域の皆さんの期待

が一日も早くできるようにぜひお願いしたいと思い

ます。

次に、病院事業局に移ります。まず初めに、先ほ

ど繰出金について伺いましたが、各病院の収支状況

について伺いたいと思います。

○山城英昭病院事業経営課長 平成31年度の病院事

業会計の収益的収支予算は、病院事業収益において

596億1362万3000円、病院事業費用においては608億

1546万円を予定し、12億183万7000円の純損失を見込

んでいるところでございます。各病院の費用的収支

については、まず、北部病院4234万7000円のプラス

でございます。中部病院２億5022万9000円のプラス

でございます。南部医療センター・こども医療セン

ター１億3296万9000円の利益でございます。宮古病

院8356万円の利益でございます。八重山病院５億

3954万8000円の損でございます。精和病院２億8601万

7000円の損でございます。本庁機関に関しましては

８億8537万7000円の損でございます。

○末松文信委員 これを合計したら12億円となるわ

けですか。

○山城英昭病院事業経営課長 収益的収支の合計は

12億183万7000円でございます。

○末松文信委員 この予算書を見ると、79億6500万

円と今の12億円を足したのが実質的な赤字になりま

すか。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、末松文信委員から79億6500万円

を繰り入れても12億円の赤字経営というこ
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とは、実質的には90億円余りの損失になる

のかとの補足説明があった。）

○狩俣信子委員長 再開いたします。

山城英昭病院事業経営課長。

○山城英昭病院事業経営課長 説明を加えさせてい

ただきます。

先ほど申し上げましたのは、収益的収支が12億

183万7000円で説明させていただいたところでござい

ます。３条予算とは別に４条予算がございまして、

それは資本的収支予算でございます。その資本的収

支予算に関しましては、資本的収入において78億

6631万4000円、資本的支出においては87億3769万

5000円を予定し、差し引きの不足額８億7138万1000円

について損失が出る見込みでございます。４条予算

の損失に関しましては、損益勘定留保資金で補塡す

る見込みでございます。３条予算と４条予算を合わ

せて繰入金が積算されるわけでございますが、その

中において、先ほど言いました12億183万7000円の純

損失と説明させていただきましたが、３条予算の繰

入金を合計した上で、この赤字予算が組まれるとい

うことで説明とかえさせていただきたいと思います

が、よろしいでしょうか。

○末松文信委員 今の説明からすると、繰入金の中

には収支の損失の額も入っていると考えていいわけ

ですか。

○山城英昭病院事業経営課長 繰入金を含めた上で

の赤字予算ということでございます。

○末松文信委員 それでは次に、常に話題になるこ

とが医師の確保でありますが、医師の確保がうまく

いかない理由は何だと思いますか。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 歴史的な背景

から説明させていただきますと、平成16年４月から

必修化されました新医師臨床研修制度が全国の研修

病院で選択されましたが、その中で受け入れる側の

環境において、競争力の高い医療機関に研修医が流

れました。特に地方においては、大学病院や都市に

研修医が流れ、本県においては琉球大学など、沖縄

県においても入職者が少ない状況が背景にあります。

従来説明しておりますように、よく言われるような

医師の地域偏在、診療科偏在がそこに根差していま

す。

○末松文信委員 私が伺っていることは、なぜ偏在

するのかというかかわりです。病院事業局長も先ほ

どおっしゃっていましたが、遠隔地にあるだけに利

便性が悪い、あるいは生活環境が整っていない。北

部病院に限ってお話しすると、今までも何度かやり

ましたが、やはり若い先生方は研修には見えるが、

結婚して子供ができて、子供が学校に出るころにな

ると、自分たちの子弟を送り出す学校がないと。い

わゆる定住条件が整っていない。だから安定しない。

当初はいろいろ気持ちもあってしばらく通うが、そ

のうち、そうもいかなくなって、奥さんや子供たち

が住んでいる中南部に移っていく。これで医者がい

なくなる。これが大きな一つの要因だそうです。も

う一つ、私が思うには、先生もおっしゃっていまし

たが、今の県立病院の機材・機器が古い、整ってい

ない、先進的ではないところに若い先生方が来て、

やはりスキルを上げることができない。それらが大

きな要因だと伺っていますが、この２点について所

見をお願いしたいと思います。

○田仲斉病院事業総務課医療企画監 委員がおっ

しゃるように、先ほど中部病院の本竹院長がお話し

されましたような、投資するところの魅力が少ない

というか、そういうところで医師がなかなか集まり

にくい部分もかなりあるかと思います。また、先ほ

ど平成16年の新医師臨床研修制度と申しましたが、

今年度から始まりました新専攻医、要は初期研修が

上がって後期研修、５年目以下ぐらいのこれからど

んどん伸びていくような後期研修医の制度が変わり

まして、都市部と専門家を志すようなシステムに変

わってしまったこともかなり大きいと思っています。

どういうことかと申しますと、最初の初期研修は割

と沖縄県に有利に働いた。中部病院等に救急ができ

る、総合的な力がつくことである程度は沖縄に来て

くれる制度ではあったのですが、今度の後期研修医

が専門に、要するに大学に、都市部に流れるような

システム設計がされたものですから、かなりそこに

また一段と傾いたような流れがあると病院事業総務

課では思っております。

○末松文信委員 その件については病院事業局長か

らも御答弁をいただきたいと思います。

○我那覇仁病院事業局長 病院事業総務課医療企画

監が今話しましたように、この新臨床専門システム

は、かなり大きな影響が地方の病院にはあります。

先ほども言いましたが、実地臨床ができるので全国

から沖縄県に集まりました。一方で、大学の医局に

人が行かなくなった。かつては大学から派遣してい

たのですが、大学に人が行かなくなったものだから、

今度は大学で指導的な人たちを中に呼ぶようになり

ました。そういうことで、大学としてはかつてのよ

うに地方に派遣するシステムがなくなりました。そ

れを踏まえて、今度は専門の研修をするために、非
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常にハードルを高くしたわけです。一定期間は必ず

大学に行かなくてはいけないシステムができまして、

地方に行く若い研修医が少なくなりました。それか

らもう一つは、環境の整備はとても大切だと思いま

す。特に宮古・八重山、北部でも今度新たに３人で

すか、地域枠がふえましたよね。そういう意味では、

僕は将来、沖縄県の医師不足を解決するためには、

いつまでも外部、本土に頼るのではなく、自前で若

い人たちを育てないといけないのではないかと思い

ます。それで、去年からことしにかけて、医師不足

に対して、県でも中部病院や南部医療センター・こ

ども医療センターに、大きな総合病院に人をある程

度集める。今までは地方に行ったら行きっ放しだっ

たので行く人が少なくなったが、大きな研修病院に

ある程度人を集めて、行ったらまた戻してあげる、

シャッフルみたいなものを考えて、離島・僻地の医

師確保に努めていければと考えております。

○末松文信委員 課題はみんなわかっていると思う

のですが、これをどうすればいいのかという議論が

足りないような感じがいたします。それで、今おっ

しゃるようにどこかをプールにして派遣してという

話ですが、医師も看護師も北部の先生方の話を聞く

と、やはり地元に定住して、そこで日常的に直接住

民と触れ合うことが大事で、心のケアもできるので、

シャッフルしてどうのこうのという話は機械的な話

です。地域の医療をどうすればいいのかについては

真剣に取り組んでほしいと思いますが、ここで北部

病院を預かっている院長に御意見を賜りたいと思い

ます。

○久貝忠男北部病院長 御質疑は、要するに医師が

なぜいないかというお話でしょうか。私は現場を預

かる者としていろいろお聞きするのですが、やりた

い医療が北部にはなかなかないと。その理由の一つ

に、設備が新しくならない。若い先生は地域枠で来

るのですが、義務的にかわっていく。どうしても指

導医の取り残され感があって、若い先生はどんどん

かわっていくのですが、指導医の責任がそのまま残っ

てしまう。調査したわけではないのですが、若い先

生の６割ぐらいは離島に勤めてもいいとおっしゃっ

ているのです。これは全国の統計です。沖縄も多分

そうだと思います。だが、かわりが来なかった場合

はずっといるのではないかということで、先ほど病

院事業局長もおっしゃったように、いろいろローテー

ションをすることでそれは確保できると思っていま

す。あとは交通の便です。北部に勤めている先生方

は中南部から来られるのですが、交通のほうで特別

な配慮がないのか。また、医師手当。北部の場合は

へき地手当の特殊勤務手当がないのですが、７万

5000円かな。離島よりは少し安い。これを認めてく

れないか、それは現場の声としてあります。

○末松文信委員 今、院長がおっしゃったことは全

てに係る話で、やはり設備が足りない。人材を確保

しようにも定住条件が整っていない。ここにしっか

りとした対応をしないと、幾らやってもしっかり回っ

ていかないような状況が起きると思います。私はき

のうのこの委員会において教育長にも話したのです

が、北部の人材育成のための進学校、中高一貫の学

校を設立してほしいと。これは先生方の子弟が行く

学校がない。それは全島的に考えると教育の格差だ

と。それらも含めて定住条件を整備することが北部

の振興につながっていくことだと私はそう思ってい

ます。医療にしても教育にしてもそうですが、定住

条件で最も不足しているものはこの２つです。この

２つをきちんと整備すれば人口もふえるし、その上

で経済も波及効果があってスパイラル的にふえてい

くイメージを持っているわけです。今回、基幹病院

をつくることは大変すばらしいことでありますので、

ぜひお願いしたいのですが、その間の北部医療につ

いて、病院事業局長、もう一度、今後はどう対応さ

れるのか答えてください。

○我那覇仁病院事業局長 基幹病院ができるまでは

あと数年かかることは存じて、そのように理解して

います。私どもの職責としては、その間、少なくと

も県立病院として、医療は維持していくことは我々

の役割だと思っております。

１つは、医師が来なければ医療もできないので、

日々、医師確保をどうすればいいかを機会があるた

びに、病院事業局長だけではなくて、各県立病院の

院長もいろいろな人を通じて人を集めなければいけ

ないことと、今後は同じ地元ですから、琉球大学医

学部附属病院と話し合いの場を持ちながら、北部に

対して何とか医師を確保すると。それから北部は地

域の研究費といいますか、大学には補助も出るもの

ですから、ある意味においては、大学は魅力の一つ

なのです。この補助が出るわけですから。そこをもっ

ともっとアピールしながら、本土の沖縄出身の方々

にも協力を依頼しながら医師確保に努めていきたい

と考えております。

○末松文信委員 北部の地域医療については、前回

の委員会でもお話ししましたが、10年も通って病名

がわからなかった。中南部の病院に行ったら即座に

わかったと。私はその後に怒られましたが、先生方
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は一生懸命やっている。いや、先生方が一生懸命やっ

ていることはわかるが、機器が整っていないだけに

発見できなかったと。こういう状況ですから、それ

に必要な機器は早急に整えてほしいと思っておりま

すが、その中で、北部病院長、何が不足しているの

か言ってください。

○久貝忠男北部病院長 今のところはＣＴとかＭＲ

Ｉとかアンギオ装置―血管造影装置とかの大型の機

械は一応そろっています。しかし、去年はＣＴもよ

く故障していたのですが、保守点検を入れて今年度

は順調に動いております。不足しているものは、保

守点検。物はそろっておりますが、機器が古くなっ

ているところだと思います。

○末松文信委員 余り遠慮しないで何が欲しいのか

言ってください。聞くところによると、古い機械は

中部病院のネームがまだ入っているそうです。その

機械も融通しながら使っていると。このような状況

では医療体制ができていないと思いますが、砂川保

健医療部長、もう少し予算を配分してあげないと。

北部の医療を今後、やる上ではどうですか、一言。

○砂川靖保健医療部長 昭和58年に今の病院事業局

の前身である病院管理局ができまして、そのときに

病院事業局長を部長級の職位に上げたのです。その

ときから定数や予算要求は病院事業局長でやるとい

うことで、環境保健部長の権限から外れてしまった

わけです。うちは、一般会計という予算を持ってい

る関係上、歳出予算の項目に繰出金をのせています

が、実質的には総務部との調整に余り関与していな

いのです。それで余り大きいことは言えないのです

が、繰出金がふえるように側面から支援していきた

いと考えております。

○末松文信委員 県民の医療を預かる保健医療部長

がそのような言い方はよくないと思う。自分で財政

当局とも調整して一緒になって応援するぐらいでな

いと。

○砂川靖保健医療部長 ちなみに、医師確保の観点

から基金を活用して北部病院の周産期医療機器を整

備しましたし、それから八重山病院の脳神経外科に

ついても医療機器を整備しましたので、その理屈が

立てば、我がほうの基金も活用して支援を検討した

いと思います。よろしくお願いします。

○末松文信委員 引き続きまたよろしくお願いした

いと思います。ありがとうございました。

○狩俣信子委員長 休憩いたします。

午後３時14分休憩

午後３時35分再開

○狩俣信子委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

照屋守之委員。

○照屋守之委員 病院事業です。新年度の県立病院

事業の経営計画と経営推進の課題についてお伺いし

ます。

○山城英昭病院事業経営課長 今年度の県立病院事

業の経営計画については、平成27年度から経常収支

が赤字となり、平成29年度は労働基準監督署からの

是正勧告などの想定していなかった外的要因などの

影響により、多額の経常損失、純損失を計上する厳

しい決算となりました。今年度は経営を改善し、安

定させるために、沖縄県立病院経営計画の見直し作

業に着手するとともに、収益の確保、費用の縮減の

ために必要な事項を検討し、経営計画に基づき作成

する収支計画及び実施計画の見直しを行っていると

ころです。今年度の決算の見込みについては、平成

31年１月時点における平成30年度決算は、経常収支

で18億5200万円の赤字を見込んでおります。純損益

に関しましては19億5900万円の赤字を見込んでおり

ます。経営の健全化に向けた課題としましては、平

成26年度の会計基準により、過去分の退職給付引当

金を今年度にわたって繰り入れする費用の増嵩、平

成29年度にあった労働基準監督署からの是正勧告に

よる医師の時間外勤務手当の支給基準の見直しによ

る費用の増嵩、平成31年度に予定されている消費税

率の改正による費用の増嵩、平成32年度に予定され

ている会計年度任用職員制度の導入に伴う費用の増

嵩等があり、今年度に継続して経営に影響を及ぼす

負担があります。特に平成32年度の会計年度任用職

員制度の導入に伴う費用の増嵩は、経営に大きな影

響を及ぼすことが予想され、現在、その対策を検討

しているところでございます。

○照屋守之委員 私は県議になって病院事業をずっ

と見ておりますが、離島医療も含めて厳しい、単に

経営を黒字にすることではないと理解しております。

先ほど経営計画と言いましたが、この病院事業経営

そのものが、通常の一般行政みたいに予算をつくっ

てやると、何かそういう感じにしか思えない。本来

は経営であれば、ある程度目標があって、それに対

してしっかり取り組んで、毎月それらも改善しなが

らやっていくものですが、院長を中心にそれぞれの

病院の患者を診て県民医療に貢献しているという。

また病院事業局長がそれを統括してやっていること

は理解しております。最近、経営としてのプロフェッ

ショナル。そこが非常に弱いのではないかとの思い
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があります。今の県立病院事業はやはり人件費率が

高いと思います。これはいろいろなところから言わ

れております。院長も含めて、事務局長もそれは感

じていると思いますが、今、人件費率はどうなって

いますか。

○池原勝利病院事業総務課労務管理監 平成29年度

沖縄県病院事業会計決算におきましては、医療収益

に占める職員給与比率は71.6％となっております。

参考までに、平成28年度地方公営企業年鑑の資料を

もとに、都道府県が経営主体となっている病院にお

きまして、黒字を計上している病院の職員給与費対

医業収益比率は52.8％、赤字を計上している病院の

職員給与費対医業収益比率は64.2％となっておりま

す。

○照屋守之委員 私も厚生労働省のものを―これは

いつのものかな。地方自治体の63.5％があって、先

ほどありましたように71.6％。７％も高いですよね。

７％というと、100億円からすると７億円です。200億

円になると14億円です。300億円になると21億円です。

これだけ高い。この人件費率では、誰が経営しても

成り立たないことになっているようです。民間の医

療法人が55％です。ですから、今の経営そのもの自

体、院長も事務局長も病院事業局も含めてですね、

今さまざまな課題がある中で、経営そのものが厳し

い状況の中で、県民医療をどうしていくかは、やは

り自力では難しいです。先ほど繰り入れがどうのこ

うのと言っておりますが、そのような形でしか改善

ができない。以前から人件費率を抑えて検討してい

るとの話ですが、今、これはどうなっていますか。

○金城聡病院事業統括監 病院事業局職員の給与月

額について、公営企業年鑑を用いて全国的に比較を

すると、それほど際立って高い状況にはないところ

ではあります。職員費比率が高くなるのは、収益が

少ないばかりに結果的にその数字になっていると考

えております。地方公営企業法の第38条でしたか、

に基づいて、給与のあり方については適宜見直しを

しておりまして、その例としましては、給料の調整

額の見直しも関係職員労働組合と交渉して、適正な

あり方の追求に努めているところであります。

○照屋守之委員 これは組合も含めて、問題は県民

のための医療をどう提供するかですから。これは経

営です。一般の行政事務ではありません。医療の収

入があって、その経費があって、その差額、足りな

い分は県からも入れることをずっと繰り返してやり

ますが、経営そのものの根本的な問題が非常に弱い

と思っています。７％、８％も通常のものより高け

れば、通常の病院経営の経常利益はいろいろな経費

を引いて２％、３％の世界です。これが今の世の中

の実態です。ところが、公営企業だけがそれがわか

らない。このような経営を民間がするとどうなりま

すか。民間ももちろん売り上げはあります。それに

伴ってさまざまな経費を計算して成り立っていくか

どうかをやる。ところが県立病院だけはそれができ

ない。いろいろな課題が出てくる。ですから、以前

に、仲井眞元知事のときに、民間化―独立行政法人

化したほうがいいと。翁長前知事になったら、それ

ができない。だったら県立で頑張ってくださいとい

う後押しをする。結局、３年間の経営改善で投資を

しても、またもとに戻ってしまうということがずっ

と繰り返されている。せんだっての平成30年度の決

算で6000万円の不明金がありましたね。あれは解決

しましたか。今年度の決算で、この数字はどう反映

されるのですか。

○山城英昭病院事業経営課長 今年度におきまして

は、平成30年度の予算で過年度修正損の形で経費が

出てくるところでございます。ですので、現金支出

を伴わないため運営には影響はありませんが、費用

の増加を伴うことから、経営成績では6000万円分悪

化することになります。

○照屋守之委員 そういうことが平気で行われるの

ですね。平成23年度の仕分けミスをずっと引きずっ

ていて、それがなかなかわからない。自分たちでは

改善できないから、第三者の検証委員会を立ち上げ

て、この方々が指摘したらこのようになる。その結

果、どういうことになるか。今までの損益に6000万

円マイナスになるわけでしょう。信じられません。

企業で決算をして、損益も出す、貸借対照表もしっ

かり出す。それから過去のものもさかのぼって、こ

こで一気に仕分けが間違えていたと言って、6000万

円がわかったら赤字がふえるわけでしょう。このよ

うな経営がありますか。幾ら何でもこういう経営を

していると、決算書そのものも信憑性がないし、指

摘をしてもなかなか改善がされない。我々県議会で

も、どのようにして皆様方の数字に信憑性を持ちま

すか。これはひどいです。地方公営企業法に反する

行為です。地方公営企業法は、公営企業会計では発

生主義会計、複式簿記を採用、損益計算書、貸借対

照表の作成の義務づけ。法律で決まっているのです。

むやみやたらに、あのときのものが７年、８年もたっ

てここで6000万円の赤字がふえることそのものがお

かしいです。地方公営企業法の施行令にもあります。

第９条を読んでみても、明確に損益も区分しなけれ
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ばならないと。今の沖縄県の病院事業の実態は第９条

の項目に反しています。そう思いませんか。病院事

業局長、どうですか。

○金城聡病院事業統括監 委員のおっしゃる地方公

営企業法施行令第９条に基づく処理については、適

切になされていると考えております。しかし、委員

の御指摘の中にありました平成26年度の仕分け誤り

については、適切に事務処理をしていると思ってお

りましたが、過年度の処理において誤りが発見され

たものを今年度に確定しましたので、今年度の決算

において過年度の損益を修正する手続をとらせてい

ただきたいと考えております。

○照屋守之委員 そのもの自体の一つ一つがおかし

い。民間の通常の経営ではあり得ない。あり得ない

どころか、必ず責任をとる。皆さん方は、過去のも

のがこうだと言っても、何にも誰も責任を感じない。

企業経営は、経営責任があるから管理者がいるわけ

でしょう。この地方公営企業法の法律の趣旨はまさ

にそれです。企業としての経営責任が伴うから管理

者を置くわけです。法のもとに照らしても実態はお

かしいが、そこはスルーして、今までの通常の経営

をやろうとする。だからいつまでたっても改善はで

きないです。だって経営責任者がいないのでしょう。

最後は県知事から、お金がなければ繰り入れをして

くれ、あるいは助けてくれと。そういうことになっ

て、そうかそうかという形になるわけです。本来は

地方公営企業としてしっかり経営責任を持ち、厳し

い状況であれば、それは職員も含めて一緒に共有し

ながらやっていくことが今求められていることでは

ないですか。ですから、これからの北部基幹病院は、

病院事業局長は砂川保健医療部長に任せたみたいな

感じで言いますが、病院事業局としてどうするかを

考えないといけません。プロジェクトチームをつくっ

てやらないといけません。これはそれほどの問題で

す。北部病院だけ北部地区医師会病院と一緒にして、

できますか。では、ほかの残りの県立病院はどうな

りますか。高い給料、待遇をそのまま向こうに持っ

ていきますか。北部地区医師会病院で頑張った方々

の給料水準をそのまま上げますか。非常に厳しい課

題があるのです。ですから、砂川保健医療部長で頑

張っているところは、県立の病院事業としても病院

事業のあり方をどうするべきかをこの機会に考えな

がら一緒にやっていかないと。知事がやるからやり

ますとこんな生易しいものではないです。これは大

変な課題です。職員の身分をどうするか。委員の方

々もみんなそうでしょう。ですから、そういうこと

も含めて、本当に真剣に、自分たちだけではなくて、

プロフェッショナルの集団をやって、県立病院の再

建です、再建。新たに北部に基幹病院ができる、そ

れに対してどう対応する、では残りはどうするのか。

そういうところまで突き詰めていかないとなかなか

難しいです。

病院事業経営と職員互助会の関係について説明い

ただけませんか。

○山城英昭病院事業経営課長 各県立病院における

職員互助会については、病院に勤務する正規職員等

で構成されており、会員の福利厚生、相互扶助及び

会員の資質向上を図るとともに、明るい職場づくり

に寄与することを目的とした団体でございます。各

県立病院においては、職員や病院利用者の利便性を

確保するため、売店等の運営について病院長の権限

のもと、職員互助会に対し、行政財産の使用を許可

しており、行政財産使用料を徴収しているところで

ございます。

○照屋守之委員 売店、自動販売機、テレビカード

は毎年どれぐらいの売り上げか、３年分ぐらいを説

明してください。それと、病院事業経営に対してこ

の数字はどういう形で反映されていますか。その説

明もお願いします。

○山城英昭病院事業経営課長 平成29年度における

売店の売り上げで回答させていただきたいと思いま

す。平成29年度におきます県立６病院全体の売店の

売り上げは４億9646万6289円でございます。一方、

行政財産使用料は1270万8027円でございます。済み

ません。今手持ちの資料が平成29年度分しかござい

ませんので、後で他の年度についてはお持ちしたい

と思います。

○照屋守之委員 自動販売機やテレビカードは。

○山城英昭病院事業経営課長 続きまして自動販売

機について回答いたします。県立６病院の自動販売

機の売り上げが8586万836円で、行政財産使用料に関

しましては519万3547円でございます。テレビカード

に関しまして、県立２病院は、テレビカードの4354万

3650円の売り上げに対して、行政財産使用料は349万

2690円となっております。他の３病院に関しまして

は、民間事業者に使用を許可しているところでござ

います。

○照屋守之委員 このトータルの経営の数字は出さ

れていますか。

○山城英昭病院事業経営課長 行政財産の使用料と

して収入に組んでいるところでございます。

○照屋守之委員 これはおかしいのではないですか。
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県立病院の病院事業をやる中で、売店も自動販売機

もテレビカードもやる。職員互助会がそれを収入と

して上げる。売り上げには上がらない。本来は雑収

入として上げるべきではないですか。これが黒字で

たくさんもうかっていればそれでいい。これだけ赤

字で毎年毎年厳しい経営の中で病院の中で発生する

収益がなぜ互助会に行って、使用料だけしか入って

こないのですか。これは４億9000万円、５億円でしょ

う。６億円ぐらいあるのではないですか。それを毎

年毎年、互助会に入れて、本来は病院事業の経営そ

のものに入れて、雑収入で５億円だったら５億円を

入れる。それが経営でしょう。県立の病院事業はも

うかっているのですか。それは県民のために還元す

べき、病院事業そのものをよくしていくためにそう

いうものがあればいいのですが、これは病院の経営

に役に立っていないです。おかしくないですか。

○山城英昭病院事業経営課長 まず、精和病院にお

きましては、平成27年度から自動販売機の設置につ

いて、財産貸付収益の増が見込めるような行政財産

の貸し付けを導入しております。また、財産貸付収

益の増が見込める行政財産の貸し付けについては、

沖縄県病院事業局固定資産管理規程において、貸し

付けに係る手続を規定されていなかったことから、

これを規定し、平成31年度から各県立病院において

複数台の自動販売機を貸し付けることとなっており

ます。八重山病院におきまして、新病院の移転を契

機に病院内売店の公募を行っており、現在、民間事

業者が売店を運営しているところでございます。各

病院の互助会が運営する売店につきましては、社会

情勢の変化により、過去に参入しなかった民間事業

者が運営できる可能性があることから、これから検

討し、職員や病院の利用者の利便性が確保できるよ

う進めてまいりたいと思います。病院事業局といた

しましては、病院と職員互助会との関連性を明確に

し、売店等の運営につきましては、民間事業者等の

参入も検討しながら、自動販売機等の行政財産の貸

し付けを行うことで収益増を図り、患者や利用者の

利便性を確保できるよう進めていきたいと考えてお

ります。

○照屋守之委員 だから、おかしいと言っている。

５億円も６億円も年間収入があるものを、なぜ病院

事業経営全体に入れないのですか。なぜ互助会です

か。おかしいでしょう。雑収入に入れるのですよ。

そしたら収益も変わりますよ。このようなことをし

て病院事業経営は赤字、赤字だと言って、何を経営

努力しているのですか。全て厳しいのだから、全部

見て何が県民のため、経営のためにプラスになるか

を考えることが病院事業局長であり、病院事業局で

しょう。

テレビカードは非常に不思議なことがあって、北

部病院が１時間当たり62.5円、中部病院が１時間当

たり85.7円、南部医療センター・こども医療センター

が１時間当たり100円、宮古病院が１時間当たり60円、

八重山病院が１時間当たり50円。なぜこれほどの差

があるのですか。なぜ南部医療センター・こども医

療センターと中部病院は同じ県立でありながらこれ

ほど高いのですか。テレビカードですよ。説明して

ください。

○金城聡病院事業統括監 委員御指摘のカードの

１枚当たりの単価については、カードの販売機を設

置する事業者が設定している金額になっています。

先ほどの売店もそうですが、例えば県立病院の中で

売店を経営する事業、テレビカードを販売する事業、

これを県立病院が直営する必要はないと判断をして、

民間活力を活用する方向で今後検討することとして

いますが、これまでの経緯の中で民間が参入できな

い事情があったので、それを職員互助会にお願いす

る形をとっていたと。法的には、行政財産の使用許

可をとらせていただいて、それに係る使用料につい

ては、病院の財産収入として収入に入れていたとい

うことであります。

○照屋守之委員 微々たる財産収入を入れて、４億

円、５億円の売り上げをやる。ですから、県立病院

の経営そのものを皆様方は考えていない証拠です。

私が経営者だったら考えます、厳しいのだから。一銭

でも多く入るように何でもやるでしょう。それが県

民のためになるわけですから。

互助会は決算書を持っているのですか。県民にちゃ

んと説明できますか。どうなっているのですか。

○金城聡病院事業統括監 互助会については納税も

しておりますので、決算書はあると思っております。

ただ、病院事業局として、それを保有しているかど

うかについては確認がとれていませんので、提供す

ることができるかどうかはまた何かあった場合に提

供を得られるかどうかも含めて検討したいと思いま

す。

なお、例えば売店の売り上げが４億9000万円とい

う報告をさせていただきましたが、この４億9000万

円の中から、品物を買うための費用や人件費などが

支出されていきますので、純粋に互助会としての収

益はかなり少ない額になっていると報告を受けてお

ります。
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○照屋守之委員 当たり前でしょう。売り上げがあっ

たら仕入れもあるでしょう。人件費も経費もありま

す。それはわかった上で言っているのです。そこも

含めて一銭でもいいから病院事業の経営にプラスに

なるようにしてくださいということです。ですから、

この職員互助会にはきちんと説明して、新年度から

全部病院事業に収入として上げてください。おかし

いです。それとテレビは、片方は50円、片方は60円、

片方は100円。これは県民がわかったら怒ります。な

ぜ同じ県立病院で、あそこでテレビを見たら50円、

中部病院で見たら100円、こんなことができますか。

ですから、それらも含めて県立としてやっているの

だから、そこもある程度説明できるようにしてくだ

さい。この収入も全部、県立病院事業に入れてくだ

さい。

○狩俣信子委員長 以上で、保健医療部及び病院事

業局関係予算議案に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変お疲れさまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退室。要調査事項及び特

記事項について確認した結果、提案はなかっ

た。）

○狩俣信子委員長 再開いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む予算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○狩俣信子委員長 異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

なお、予算調査報告書は、３月13日 水曜日、正

午までに予算特別委員に配付されることになってい

ます。

また、予算特別委員が、調査報告書に関して常任

委員長に対し、質疑を行う場合には、13日の午後３時

までに政務調査課に通告することになっております。

予算特別委員におかれては、３月13日は登庁され、

調査報告書をごらんになるよう、よろしくお願いい

たします。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

次回は、３月18日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

委員の皆さん、大変お疲れさまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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